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4. 基準地震動 Ss の策定 

4.1 基準地震動 Ss の策定方針 

京都大学原子炉実験所の基準地震動 Ss は，｢発電用原子炉施設に

関する耐震設計審査指針｣（平成 18 年 9 月 19 日，原子力安全委員会）

に従い，｢新耐震指針に照らした既設発電用原子炉施設等の耐震安全

性の評価及び確認に当たっての基本的な考え方並びに評価手法及び

確認基準について｣（平成 18 年 9 月 20 日，原子力安全･保安院）を

参考に，敷地の解放基盤表面における水平方向及び鉛直方向の地震

動として策定する。 

基準地震動 Ss は，以下の方針により策定することとする。 

まず，敷地周辺における活断層の性質や，敷地周辺における地震

発生状況などを考慮して，その発生様式による地震の分類を行った

上で，敷地に大きな影響を与えると予想される地震（以下，「検討用

地震」という）を選定した後，敷地での地震動評価を実施し，「敷地

ごとに震源を特定して策定する地震動」を評価する。 

次いで，敷地周辺の状況等を十分考慮した詳細な調査を実施して

も，なお敷地近傍において発生する可能性のある内陸地殻内地震の

全てを事前に評価しうるとは言い切れないとの観点から，「震源を特

定せず策定する地震動」について検討する。 

 

 

4.2 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 

4.2.1 敷地周辺で発生する地震に関する調査 

日本付近は，2 つの陸のプレート(ユーラシアプレート，北米プレ

ート)と 2 つの海のプレート(太平洋プレート，フィリピン海プレー

ト)が接し，陸のプレートの下に海のプレートがもぐり込むプレート

収束境界に位置している｡第 4.2.1-1 図に，プレート境界と境界にお

けるプレート運動の方向と相対速度を示す (1)｡南海地震の震源域で

のもぐり込みの相対速度は約 7～8cm/年，東南海地震の震源域では約

4～5cm/年と推定されている(2)｡ユーラシアプレートとフィリピン海

プレートの境界である駿河トラフ･南海トラフから北西に傾き下る

プレート境界面では，過去に約 100 年～150 年の間隔で，マグニチュ

ード(以下｢M｣と記す｡) 8 を超えるプレート間地震が発生している｡

また，近畿地方における活断層の多くは南北方向の走向を示す逆断
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層又は東西方向の走行を示す横ずれ断層であり，この地域が東西方

向に圧縮されていることを示唆している。 

敷地周辺では，上記に対応するように地震が発生しており，その

発生様式から陸域の浅いところで発生する｢内陸地殻内地震｣，太平

洋沖合の南海トラフから陸側に向かって沈み込む海洋プレートと陸

のプレートとの境界付近で発生する｢プレート間地震｣及び沈み込む

(沈み込んだ)海洋プレート内部で発生する｢海洋プレート内地震｣の

3 種類に大別される｡ 

敷地周辺における過去の被害地震，地震の発生状況及び活断層の

分布状況を以下のとおり整理する｡ 

 

4.2.1.1 過去の被害地震 

日本国内の地震被害に関する記録は古くからみられ，これらを収

集，編集したものとして，｢増訂 大日本地震史料｣(3)，｢日本地震史

料｣(4)，｢新収 日本地震史料｣(5)，｢日本の歴史地震史料｣(6)等の地震

史料がある｡ 

また，地震史料及び明治以降の地震観測記録を基に，主な地震の

震央位置，地震規模等を取りまとめた地震カタログとして，｢理科年

表 平成 21 年(2008)｣(7)，｢最新版 日本被害地震総覧｣(8)，｢宇津カ

タ ロ グ (1982) ｣ (9)， ｢気 象 庁 地 震 カ タ ロ グ ｣ (10)， ｢宇 佐 美 カ タ ロ グ

(1979)｣(11)，｢地震活動総説｣(12)等がある｡ 

｢最新版 日本被害地震総覧｣(8)及び｢気象庁地震カタログ｣(9)に記

載されている被害地震のうち，敷地からの震央距離が 200km 程度以

内の主な被害地震の諸元を第 4.2.1-1 表に，それらの震央分布を第

4.2.1-2 図に示す｡ 

ここで，第 4.2.1-1 表に示す被害地震は，2001 年以前については

｢最新版 日本被害地震総覧｣に基づき，2002 年以降については｢気象

庁地震カタログ｣(10)に基づき選定している｡ 

また，地震の規模及び震央位置は，地震カタログによる地震諸元

の違いを考慮しても敷地に与える影響が小さいことを確認の上，

1922 年以前の地震については｢最新版 日本被害地震総覧｣(8)による

値を，1923 年以降の地震については｢気象庁地震カタログ｣(10)による

値を用いている｡ 

第 4.2.1-2 図及び第 4.2.1-1 表によると，太平洋側の海域では，
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1605 年慶長地震(M7.9)，1707 年宝永地震(M8.4)，1854 年安政東海地

震(M8.4) ，1854 年安政南海地震(M8.4) ，1944 年昭和東南海地震

(M7.9)，1946 年昭和南海地震(M8.0)のように M8 クラスのプレート間

地震が数多く発生している｡ 

一方,海洋プレート内地震として，2004 年に紀伊半島南東沖の地震

(M7.1)及び東海道沖の地震(M7.4)が発生している｡ 

陸域においては，敷地からの震央距離が 50km 以上であるが，846

年播磨・山城の地震(M7.0)，1185 年近江・山城・大和の地震(M7.4)

及び 1854 年安政伊賀上野地震(M7.3)のように M7 クラスの内陸地殻

内地震が発生している｡ 

なお，敷地から 50km 以内では，敷地から約 35km のところで 1510

年摂津・河内の地震(M6.8)，敷地から約 45km のところで 1596 年慶

長伏見地震(M7.5)，敷地から約 40km のところで 1995 年兵庫県南部

地震（M7.3）が発生している。敷地から 30km 程度以内では，1987

年和歌山県北東部の地震（M5.6）以外に被害地震は発生していない｡ 

第 4.2.1-2 表に示す気象庁震度階級関連解説表(13)によると，木造

建物においては，震度 5 弱の現象や被害として，『耐震性の低い住宅

では，壁などに軽微なひび割れ・亀裂がみられることがある。』とさ

れており，鉄筋コンクリート造建物においては震度 5 強の現象や被

害として，『耐震性の低い建物では，壁，梁（はり），柱などの部材

に，ひび割れ・亀裂が入ることがある。』とされている｡なお，気象

庁震度階級関連解説表(13)は，1996 年に制定され，2009 年に改定され

たものである。従って，地震により建物等に被害が発生するのは震

度 5 弱(改定前の気象庁震度階級が制定された 1996 年以前は震度Ⅴ)

程度以上であり，敷地に大きな影響を与える地震として，震度 5 弱(震

度Ⅴ)程度以上のものを地震発生様式別に分類する｡ 

｢最新版 日本被害地震総覧｣(8)及び｢気象庁地震カタログ｣(10)に記

載されている震度分布図において，敷地周辺の揺れが震度 5 弱(震度

Ⅴ)程度以上であったと推定される地震は，第 4.2.1-3 表に示すとお

りである。 

｢最新版 日本被害地震総覧｣(8)に示されている地震のなかには，

敷地周辺の震度並びに建物等の被害が明らかでない地震もあるため，

地震の規模及び震央距離と震度との関係 (14)(15)から敷地における震

度を推定した(第 4.2.1-3 図)｡第 4.2.1-3 図によると，敷地における
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揺れが震度 5 弱(震度Ⅴ)程度以上と推定される地震は第 4.2.1-4 表

に示すとおりである｡ 

 

4.2.1.2 敷地周辺の地震発生状況 

｢気象庁地震カタログ｣(10)に記載されている 1923 年～2007 年まで

の地震のうち，敷地周辺で発生した M5.0 以上の地震の震央分布を第

4.2.1-4 図に示す｡ 

また，2005 年～2007 年までの間に敷地周辺で発生した M5.0 以下

の地震のうち，震源深さが 0-30km，30-60km，60-90km 及び 90km 以

上の震央分布を第 4.2.1-5 図に，敷地付近を横切る幅 50km の範囲に

分布する震源の鉛直分布を第 4.2.1-6 図に，太平洋プレートの沈み

込みの様子を等深線で表したもの(2)を第 4.2.1-7 図にそれぞれ示す｡ 

これらの図によると，敷地周辺における地震活動の特徴は以下の

とおりである｡ 

(1) 敷地周辺における地震の震央分布図によると，六甲・淡路断層

帯，有馬・高槻断層帯，北摂山地及び，和歌山盆地で地震が数多く

発生している｡ 

(2) 太平洋側の海域で発生する地震は，フィリピン海プレートの沈

み込みに沿って震源が分布しており，陸域に近づくにつれてその震

源が深くなっている｡ 

(3) 敷地から 100km 以内では，M7 以上の地震として，1995 年兵庫県

南部地震（M7.3）が発生している｡ 

 

4.2.1.3 敷地周辺の活断層の分布状況 

｢3. 敷地周辺･敷地近傍･敷地の地質及び地質構造｣によると，敷地

周辺における考慮すべき活断層として，生駒断層帯，上町断層帯，

中央構造線断層帯及び大阪湾断層帯が挙げられる｡これらの活断層

の分布を第 4.2.1-8 図に，その諸元を第 4.2.1-5 表に示す｡なお，第

4.2.1-5 表において，断層長さと地震規模の関係は松田(1975)(16)に

よる式に基づいている｡ 

これらの活断層は地震調査研究推進本部(2006)(17)が長期評価の対

象とした断層に含まれている｡ 

なお，敷地周辺には地表断層長さが短く，｢孤立した短い活断層｣

として考慮する活断層は存在しない｡ 
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4.2.2 敷地地盤特性の調査 

4.2.2.1 弾性波速度及び非線形特性 

原子炉建屋近傍のボーリング孔で実施した PS 検層の結果を第

4.2.2-1 図に示す｡原子炉建屋基礎底(深度 7.3m)の位置で，P 波速度

は約 1.6km/s，S 波速度が約 0.4km/s であり，風化花崗岩の上面(深

度 175m)まで，深さ方向に緩やかに増加する傾向が認められる。風化

花崗岩の上部の堆積層（深度 175m 付近）では，P 波速度は 2.1km/s

程度，S 波速度は 1.Okm/s 程度である｡花崗岩上端（深度 181m 付近）

の P 波速度は 3.5km/s 程度，S 波速度は 1.6km/s 程度である｡ 

ボーリング孔から採取した試料を用いて三軸動的変形試験を実施

した層を第 4.2.2-1 表に，三軸動的変形試験の結果（地盤の非線形

特性）を第 4.2.2-2 図に示す。 

 

4.2.2.2 減衰構造 

(1) 統計的グリーン関数法に用いる減衰構造 

統計的グリーン関数法に用いる減衰構造は，解放基盤以深の Q 値

構造(減衰構造)として川瀬・松尾(2004)(18)の Q=204f0.65 を用いる｡ 

(2) 理論的手法に用いる減衰構造 

理論的手法に用いる減衰構造（Q 値）は，既往の研究（川辺，釜江，

2006(19)）から S 波速度より換算した値(Q 値は S 波速度(m/s)の 2 分

の 1)を用いる｡ 

 

4.2.2.3 地盤構造モデル 

(1) 統計的グリーン関数法に用いる地盤構造モデル 

｢4.2.2.1 弾性波速度｣で示した速度構造を基に，原子炉建屋直下

の地盤構造モデルを第 4.2.2-1 表及び第 4.2.2-3 図に示すように設

定した｡ 

(2) 理論的手法に用いる地盤構造モデル 

大阪平野の速度構造は，堀川・他(2003)(20)を基に堆積層 3 層と地

震基盤の 4 層構造からなるモデルを設定した（第 4.2.2-2 表，第

4.2.2-4 図）。大阪平野外の地盤構造は Kawabe and Kamae (2008)(21)

のモデルを採用した（第 4.2.2-3 表，第 4.2.2-5 図）。 
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4.2.2.4 解放基盤表面の設定 

｢3. 敷地周辺･敷地近傍･敷地の地質及び地質構造｣によると，敷地

周辺では新第四紀の砂礫層・砂層･シルト層・粘土層から構成される

大阪層群の最下部にあたる泉南累層が分布し，その下には基盤岩の

成合花崗岩が分布している｡ 

ボーリング調査の結果によると，深度 161m 以深では，S 波速度が

0.7km/s 以上となり，深度 175m に風化花崗岩の上面，深度 181m に新

鮮な花崗岩の上面がある。第 4.2.2-1 表及び第 4.2.2-3 図に示した

ように,S 波速度が 0.7km/s 以上の層及び風化花崗岩の層厚が薄いこ

とから，深度 181m の花崗岩の上面位置に解放基盤表面を設定する｡ 

 

4.2.2.5 地震観測 

敷地地盤における地震観測として，2006 年 12 月から第 4.2.2-6

図に示す位置で鉛直アレイ観測を実施しており，観測点は第 4.2.2-7

図に示すように，深さ 200m，85m，13m 及び地表の 4 地点である。記

録が得られた地震のうち震央距離が 100km 以内の地震については，

マグニチュード 4 以上 4.5 未満の地震が 3 地震，マグニチュード 4.5

以上の地震は 1 地震である。 

また，第 4.2.2-6 図に示す臨界集合体実験装置建屋内では，1995

年以前から地震観測を実施しており，1995 年兵庫県南部地震の本震

の記録が得られている。 

 

4.2.2.6 地盤構造モデルの検証 

観測した地震記録を用いて第 4.2.2-1 表及び第 4.2.2-3 図に示し

た地下構造モデルの妥当性の検証を行う。ここでは，地下 200m で観

測した記録を入力として，設定した地下構造モデルを用い，線形応

答計算(22)により地表の地震波形を計算し，観測波形との比較からモ

デルの検証を行う。 

計算に用いる記録は，2007 年７月 16 日に奈良県中部で発生した

M4.7，震源深さ 56.8km の地震の記録である。 

計算波形と観測波形の比較を第 4.2.2-8 図に示す。第 4.2.2-8 図

から，計算波形は観測波形と概ね一致しており，原子炉建屋直下の

地下構造は適切にモデル化されていると考えられる。 
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4.2.3 検討用地震の選定 

「4.2.1 敷地周辺で発生する地震に関する調査」を踏まえ，敷地

に特に大きな影響を与えると考えられる地震を検討用地震として地

震発生様式ごとに選定する。 

 

4.2.3.1 内陸地殻内地震 

第 4.2.1-3 表及び第 4.2.1-4 表に示した地震のうち，内陸地殻内

地震は，1510 年摂津・河内の地震，1596 年畿内及び近隣の地震（慶

長伏見地震），1662 年近江・若狭地震，1891 年濃尾地震，1927 年北

丹後地震，1995 年兵庫県南部地震である。 

次に，第 4.2.1-5 表に示した敷地周辺の主な活断層と被害地震と

の関係を第 4.2.3-1 図に，M5.0 以下の地震との関係を第 4.2.3-2 図

にそれぞれ示す｡なお，第 4.2.3-1 図には，参考として六甲・淡路断

層帯及び有馬・高槻断層帯の位置も示している。第 4.2.3-1 図によ

ると，有馬・高槻断層帯付近において，1596 年慶長伏見地震(M7.5)

が，六甲・淡路断層帯において 1995 年兵庫県南部地震が発生してい

るが，敷地を中心とする半径 30km 範囲内の活断層と被害地震との対

応は認められない｡さらに，第 4.2.3-2 図によると，敷地周辺に存在

する主な活断層の位置と M5.0 以下の地震の震央分布の間にも明瞭な

対応は認められない｡ 

以上述べたように，過去の被害地震による敷地での震度から判断

して，敷地を中心とする半径 30km 範囲内に存在する活断層と比べ敷

地への影響は小さいと考えられるため，検討用地震の対象とはしな

い。従って，第 4.2.1-5 表に示した敷地周辺の主な活断層より検討

用地震を選定することとする。 

第 4.2.1-5 表に示した敷地周辺の主な活断層帯による地震を対象

として，後述の Noda et al.（2002） (23)の方法により，その適用範

囲も検討したうえで応答スペクトルを評価した。評価した応答スペ

クトルの比較を第 4.2.3-3 図に，応答スペクトルの算定に用いた活

断層の諸元を第 4.2.3-1 表に示す。 

第 4.2.3-3 図に示す内陸地殻内地震の応答スペクトル評価にあた

っては，1995 年兵庫県南部地震時の敷地内の観測点で得られた地震

観測記録に基づく検討(第 4.2.4-3 図)によって，Noda et al.(2002)

による応答スペクトルの内陸補正係数を考慮した｡ 
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第 4.2.3-3 図より，敷地への影響が最も大きい中央構造線断層帯

による地震を検討用地震として選定した。また，上町断層帯は大阪

平野の北部から敷地に向かって南に延びる断層であり，震源断層の

破壊様式によっては敷地への影響が危惧されるため，上町断層帯に

よる地震についても検討用地震として選定した。 

 

4.2.3.2 プレート間地震 

四国から駿河湾までの太平洋沿岸を含む南海トラフ沿いの地域で

は，M8 クラスのプレート間地震が繰り返し発生している(2)。「4.2.1 

敷地周辺で発生する地震に関する調査」によると，第 4.2.1-3 表及

び第 4.2.1-4 表に示した地震のうち，プレート境界で発生した地震

は，887 年五畿七道の地震，1099 年南海道・畿内の地震，1361 年畿

内・土佐・阿波の地震，1707 年宝永地震(M8.4)，1854 年安政東海地

震(M8.4) ，1854 年安政南海地震(M8.4) ，及び 1944 年昭和東南海

地震(M7.9)であり，これらの地震は全て南海トラフ沿いのプレート

境界で発生した地震である。 

地震調査研究推進本部(2001)(2)では，次の南海トラフ沿いの地震

の発生位置(領域)及び震源域の形態を，既往の調査結果から総合的

に判断し，第 4.2.3-4 図のように示している｡ここでは，地震調査研

究推進本部(2001)(2)の想定東南海地震及び想定南海地震をもとに震

源を想定し，東南海地震，南海地震及び，東南海地震と南海地震が

連動して発生する東南海・南海地震の 3 ケースをプレート間地震の

検討用地震として選定して，敷地への影響を評価する｡ 

 

4.2.3.3 海洋プレート内地震 

「 4.2.1 敷地周辺で発生する地震に関する調査」によると，第

4.2.1-3 表及び第 4.2.1-4 表に示した地震のうち海洋プレート内地

震は，海溝軸付近から陸側の沈み込んだ海洋プレート内で発生した

と考えられる 1952 年吉野地震（M6.8）のみである。また，海溝軸の

やや沖合の沈み込む海洋プレート内において発生した地震の最大規

模は，2004 年の東海道沖の地震の M7.4 であるが，これらの地震時に

おける敷地内での震度は４であり，施設への影響はなかった｡ 

一方，地震調査研究推進本部(2006)(17)は，確率論的地震動予測地

図の作成において，｢震源断層を予め特定しにくい地震｣を領域震源
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として考慮しており，第 4.2.3-5 図に示すように敷地が位置する領

域における海洋プレート内地震の最大規模は M7.4 であるとしている。 

従って，地震調査研究推進本部(2006)(17)による｢震源断層を予め特

定しにくい地震｣の領域震源の考え方に基づき M7.4 の地震を想定し，

プレート内地震として敷地へ及ぼす影響を評価する｡海洋プレート

内地震の震源位置は，震源の不確かさを考慮し，敷地への影響が最

も大きくなるよう，敷地直下のプレート内に震源を設定する。 

地震調査研究推進本部(2001)(2)によれば，第 4.2.1-7 図に示した

ように敷地直下のプレート上面深さは約 50km である。一方，第

4.2.1-6 図に示した M5.0 以下の地震の震源の深さ分布から，敷地直

下のプレート上面深さは約 60km である。また，第 4.2.1-7 図から，

敷地直下のプレート厚さは約 20km であると推定されており，ここで

は敷地直下のプレート上面深さを 60km とし，プレートの上端と下端

の中央で海洋プレート内地震が発生すると仮定し，検討用地震はマ

グニチュードを 7.4，震源深さ 70km（＝震源距離）として評価する。 

 

4.2.4 検討用地震の地震動評価手法 

「4.2.3 検討用地震の選定」で選定された検討用地震を対象とし

て，「応答スペクトルに基づく地震動評価」を実施し，その結果，敷

地への影響が大きい地震については「断層モデルを用いた地震動評

価」も実施する。 

検討用地震の地震動は，敷地の解放基盤表面における水平方向及

び鉛直方向の地震動として策定する。 

地震動評価にあたっては，敷地に大きな影響を与えると考えられ

る震源パラメータに対して不確かさを考慮する。 

 

4.2.4.1 応答スペクトルに基づく地震動評価手法 

応答スペクトルに基づく地震動評価手法としては，解放基盤表面

の地震動として評価できること，震源の拡がりが考慮できること，

敷地における地盤特性が考慮できること，更に水平方向及び鉛直方

向の地震動が評価できることが必要とされることから，ここでは

Noda et al.（2002）を採用することとする。なお，採用にあたって

は，原子力安全員会における検討(24)も参照し，評価対象の地震の規

模，震源距離等から，適用条件及び適用範囲を検討する。 
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Noda et al.（2002） (23)は，水平・鉛直地震動の応答スペクトルを

マグニチュード M，等価震源距離 Xeq ，解放基盤表面の弾性波速度

及び地震基盤以浅の表層地盤の卓越周期を用いて評価する方法であ

る。水平地震動の応答スペクトルについての考え方を第 4.2.4-1 図

に示す。 

海洋プレート内地震の応答スペクトル及びプレート間地震につい

ては，地震規模が Noda et al.（2002）の適用範囲内となる地震の記

録が得られておらず，補正の可否を検討することができないため，

Noda et al.（2002）による評価結果をそのまま用いる｡ 

内陸地殻内地震については，第 4.2.2-6 図に示す臨界集合体実験

装置（以下 KUCA という）建屋内において 1995 年兵庫県南部地震の

観測記録が得られているため，次の手順で内陸補正の可否を検討し

た。 

 

１．地表と KUCA 建屋内（ベースマット上）の観測記録のスペク

トル比から，地表に対する KUCA 建屋への伝達特性を評価。 

２．１．で求めた伝達特性を用いて KUCA 建屋内の兵庫県南部地

震の観測記録から地表の地震動を推定。 

３．第 4.2.2-1 表の地下構造モデルを用いて２．で推定した地

震動から，地震基盤からの地震波の入射角を考慮して解放基

盤面の地震動を推定 

４．３．で求めた地震動の応答スペクトルと応答スペクトルに

基づく地震動評価結果を比較 

 

こ こ で ， 地 表 か ら KUCA 建 屋 内 へ の 伝 達 特 性 を 評 価 す る た め ，

「4.2.2.6 地盤構造モデルの検証」において示した地震（2007 年７

月 16 日に奈良県中部で発生した M4.7 の地震）の観測記録を用いた。

また，兵庫県南部地震の地震基盤からの地震波の入射角は，震源と

地盤モデルの最下層の P 波及び S 波速度を考慮して 45 度とした。 

地表から KUCA 建屋への伝達特性を第 4.2.4-2 図に，地表から KUCA

建屋への伝達特性を考慮し観測記録から求めた兵庫県南部地震の解

放基盤における応答スペクトルと応答スペクトルに基づく地震動評

価結果の比を第 4.2.4-3 図に示す。第 4.2.4-3 図には Noda et al.

（2002）による内陸地殻内地震の補正による低減も合わせて示して



4－11 

いる。なお，第 4.2.4-2 図の水平方向の伝達特性には 0.2 秒及び 0.3

秒の卓越周期が見られるが，この卓越周期は，建屋の強制振動実験（ 25）

における共振周期（0.2 秒と 0.28 秒）と整合することを確認してい

る。 

解放基盤における観測記録より求めた応答スペクトルと応答スペ

クトルに基づく地震動評価結果の比は，Noda et al.（2002）による

内陸地殻内地震の補正による低減をほぼ下回るため，ここでは Noda 

et al.（2002）による内陸地殻内地震の補正をそのまま用いる｡ 

 

4.2.4.2 断層モデルを用いた地震動評価手法 

断層モデルを用いた地震動評価手法とは，巨視的及び微視的断層

パラメータを設定し，震源断層面での破壊伝播や震源から敷地まで

の地震波伝播特性を考慮して地震動を評価する手法である。 

 

(1)震源断層のモデル化 

震源断層のモデル化は，地震調査研究推進本部（2008） (26)による

震源断層を特定した地震の強震動予測手法（「レシピ」）の特性化震源モデルの

パラメータ設定に従って行う。 

ここで，内陸地殻内地震については，震源断層の断層上端深さ及

び下端深さは，当該領域における微小地震の震源分布から推定した

地震発生層(27)， (28)や地震調査研究推進本部による活断層評価及び大

阪府による断層モデル(29)を参考にして評価する。 

 

(2)地震動評価手法 

地震動評価手法は，敷地における適切な地震観測記録がないため，

短周期領域は統計的グリーン関数法により，長周期領域は差分法を

用いて評価し，それらを組み合わせることによって広帯域地震動が

評価できるハイブリッド法を採用する。なお，ここでは両者の接続

周期は 1.25 秒とする。 

 

a.統計的グリーン関数法 

釜江･他(1991)(30)による統計的グリーン関数法を用い地震波形を

計算する。また，統計的グリーン関数におけるラディエーション係

数は，釜江･他(1990)(31)に従って設定する。 



4－12 

 

b.差分法 

差分法は，対象断層と敷地とを含む地殻・地盤を 3 次元的にモデ

ル化し，敷地周辺の地下構造の 3 次元的な影響を評価することがで

きる。ここでは，不等間隔のスタッガードグリッドを用いた空間 4

次・時間 2 次の精度の差分法(32) により地震動を評価する。 

 

4.2.5 検討用地震の地震動評価 

4.2.5.1 応答スペクトルに基づく地震動評価 

「4.2.4.1 応答スペクトルに基づく地震動評価手法」に従って評

価した。ここで，地震基盤から解放基盤表面までの地盤増幅率は，

Noda et al.（2002） (23)による第 4.2.5-1 図を参考にして評価した。 

検討用地震の震源モデルを第 4.2.5-2 図及び第 4.2.5-3 図に，応

答スペクトル算定に用いる震源の諸元を第 4.2.5-1 表に，評価した

応答スペクトルを第 4.2.5-4 図に示す。なお，中央構造線断層帯の

震源モデルは，地震調査研究推進本部による断層モデル(33)を参照し

て傾斜角を 43 度とした。ここで設定した断層モデルは，金剛断層と

五条谷断層は断層面を共有するため，和泉山脈南縁の五条谷断層か

ら，根来断層をへて，磯ノ浦断層までの断層長さを中央構造線断層

帯の長さ（60km）とした。また，Noda et al.(2002)(23)に基づく応答

スペクトルの設定の際に用いたマグニチュードと震源距離の関係，

及びここで評価した断層のマグニチュードと震源距離の関係を第

4.2.5-5 図に示す。中央構造線断層帯は概ね極近距離の地震であり，

その他の地震は中距離から遠距離の地震となっており，原子力安全

委員会における検討(24)も踏まえて検討した結果，ここで評価した地

震は Noda et al.(2002)(23)に基づく応答スペクトルの適用範囲内で

ある。 

次に，第 4.2.5-4 図に示した応答スペクトルのうち，敷地への影

響が最も大きいと考えられる中央構造線断層帯(M7.8)の地震の応答

スペクトルに適合する模擬地震波を作成する。 

 

(1) 模擬地震波の作成手法及び作成条件 

水平方向の模擬地震波及び鉛直方向の模擬地震波は，地震動の振

幅包絡線の経時的変化に基づく一様乱数の位相を持つ正弦波の重ね
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合わせにより作成するものとし，振幅包絡線の経時的変化について

は，Noda et al.(2002)(23)に基づき第 4.2.5-2 表に示す形状とする｡ 

模擬地震波は以下の作成条件に適合するように作成する。 

 

a.スペクトル比の最小値 

周期 0.02s～5.0s の間で，減衰定数 5％のスペクトル比 R(T )を算

出し，0.85 以上であること。 

85.0
)(

T)
)(

2

1 
TS

S
TR

v

v（  

ここで， 

 T  ：周期 
 T)1（vS  ：模擬地震波の応答スペクトル値 
 T)2（vS  ：目標とする応答スペクトル値 

 

b.スペクトル強度比 

周期 0.1s～2.5s の減衰定数 5％のスペクトル強度を算出し，目標

スペクトルのスペクトル強度との比が１以上であること。 

 SI 比： 0.1
)(

)(

5.2

1.0

5.2

1.0 
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v
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ここで， 

 T)（vS ：模擬地震波の応答スペクトル（cm/s） 

 )(TSv ：目標とする応答スペクトル（cm/s） 

 

(2) 模擬地震波の作成結果 

水平方向の地震動の目標応答スペクトルと模擬地震波の応答スペ

ク ト ル の 比 較 を 第 4.2.5-6 図 に ， 模 擬 地 震 波 の 時 刻 歴 波 形 を 第

4.2.5-7 図に示す。 

 

4.2.5.2 断層モデルを用いた地震動評価 

「4.2.5.1 応答スペクトルに基づく地震動評価」において評価し

た検討用地震のうち，敷地への影響が最も大きい中央構造線断層帯

による地震及び震源断層の破壊様式によっては敷地に大きな影響を

与える可能性がある上町断層帯による地震を対象として，「4.2.4.2 

断層モデルを用いた地震動評価手法」に従って地震動を評価した。 
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内陸地殻内地震の評価にあたっては，第 4.2.5-3 表に示す不確か

さの考慮の考え方に従って，アスペリティの配置と応力降下量に対

して，震源モデルの不確かさを考慮した。 

第 4.2.5-2 図に示した震源に対する震源パラメータを第 4.2.5-4

表に示す。 

また，それぞれの断層を対象として評価した結果について，時刻

歴波形を第 4.2.5-8 図に応答スペクトル図を第 4.2.5-9 図に示す。 

 

 

4.3 震源を特定せず策定する地震動 

敷地周辺の状況等を十分考慮した詳細な調査を実施しても，なお

敷地近傍において発生する可能性のある内陸地殻内地震の全てを事

前に評価しうるとは言い切れないことから，「震源を特定せず策定す

る地震動」について検討する。 

 

4.3.1 地域性に関する検討 

「震源を特定せず策定する地震動」の策定に当たっては，震源と

活断層とを関連付けることが困難な地震（以下，「震源を特定しにく

い地震」という｡）の敷地周辺における地域性を考慮する｡ 

 

4.3.1.1 領域震源区分から推定される地震の規模 

地震調査研究推進本部(2009) (34)は，全国地震動予測地図の作成に

おいて，「震源断層を予め特定しにくい地震」を領域震源として考慮

している。地震調査研究推進本部(2009) (34)による領域震源の区分は，

第 4.3.1-1 図に示す垣見・他(2003)(35)による地震地体構造区分に基

づき第 4.3.1-2 図に示すように設定されており，敷地が位置する領

域 13 における「震源断層を予め特定しにくい地震」の最大規模は，

M6.8（1909 年，姉川地震）とされている。なお，領域 13 は，垣見・

他(2003) (35)による領域 10C3 に相当する。 

従って，領域震源区分から推定される敷地周辺における「震源を

特定しにくい地震」の最大規模は 6.8 程度と考えられる。 

 

4.3.1.2 震源深さ分布の地域性に関する検討 

「4.2.4 検討用地震の選定」によると，敷地周辺における地震発
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生層は，上限深さ約 4km，限深さ約 15km となり，その厚さは 11km

程度と推定される｡ 

「震源を特定しにくい地震」の最大規模が，地震発生層を飽和す

る震源断層による地震であると考え，地震発生層の上限から下限ま

で拡がる断層幅及びそれに等しい断層長さをもつ震源断層を仮定し

た場合，地震発生層から推定される地震の規模は，入倉･三宅(2001) 

(36)による断層面積と地震モーメントの関係式及び武村(1990) (37)に

よる地震モーメントとマグニチュード M の関係式を介して鉛直断層

では M6.3，傾斜角 45 度の断層では M6.7 に相当する｡ 

 

4.3.2 震源を特定せず策定する地震動の検討結果 

以上を踏まえると，領域震源区分及び地震発生層から推定される

敷地周辺における「震源を特定しにくい地震」の最大規模は M6.8 程

度であると考えられる。一方，敷地近傍には中央構造線断層帯(M7.8

～8.0)が存在し，敷地直下にまで拡がる震源断層面を想定しており，

「震源を特定しにくい地震」の最大規模（M6.8）を大きく上回るも

のであり，中央構造線断層帯による地震と比較して，震源を特定せ

ず策定する地震動は本敷地に対して施設の耐震安全性評価に影響を

及ぼさないと判断し，基準地震動 Ss の選定に際しては考慮しないこ

ととする。 

ちなみに，震源と活断層を関連付けることが困難な過去の内陸地

殻内の地震について,  加藤ほか(2004)(38)は，詳細な地質学的調査に

よっても震源位置と地震規模を予め特定できない地震による震源近

傍の硬質地盤上における強震記録を用いて，震源を事前に特定でき

ない地震による地震動の上限レベルの応答スペクトルを提案してい

る｡解放基盤における加藤ほか(2004)(38)による応答スペクトルと中

央構造線断層帯の断層モデルにより評価した地震動の応答スペクト

ルの比較を第 4.3.2-1 図に示す。中央構造線断層帯のケース 3 のモ

デルによる応答スペクトルは，加藤ほか(2004)(38)による応答スペク

トルを上回っている。 

 

 

4.4 基準地震動 Ss の選定 

基準地震動 Ss は，原子炉建屋及び機器への影響が最も大きいと考
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えられる地震動を，「4.2.5.1 応答スペクトルに基づく地震動評価」

と「4.2.5.2 断層モデルを用いた地震動評価」の両評価結果からそ

れぞれ選ぶ。 

「4.2.5.1 応答スペクトルに基づく地震動評価」において，全周

期帯において大きな応答値を示すのは中央構造線断層帯（M7.8）で

あり，この応答スペクトルに基づく地震動を基準地震動 Ss-1 とする。 

「4.2.5.2 断層モデルを用いた地震動評価」において策定した地

震動のうち，最大加速度が最も大きく，建屋等への影響が大きい短

周期領域における応答スペクトルが最も大きくなる中央構造線断層

帯のケース 3 による地震動を基準地震動 Ss-2 とする。なお，中央構

造線断層帯のケース 4 の結果は，時刻歴波形の鉛直動の最大振幅が

大きくなっており，ケース 3 と比較し有意に小さいとは言えないた

め，ケース 4 による結果も基準地震動 Ss-3 として選定する。選定し

た基準地震動の応答スペクトルの比較を第 4.4.1-1 図に示す。 

 

 

4.5 入力地震動の評価 

前節で選定した基準地震動は，中央構造線断層帯を想定した応答

スペクトルに基づく地震動（ Ss-1）及び断層モデルによる地震動

（Ss-2，Ss-3）であり，震源域が敷地に近く，震源での破壊過程の

影響が大きいことから，ここでは断層モデルによる地震動評価を重

視し，基準地震動 Ss-2 及び Ss-3 を対象として入力地震動を評価す

る。ちなみに，施設への影響の大きい水平方向地震動については基

準地震動 Ss-1 の応答スペクトルは，基準地震動 Ss-2 及び Ss-3 と比

べて小さいことを確認している。 

「4.2.3.3 地盤構造モデル」に示した 1 次元地盤構造モデルを用

い，解放基盤表面（-181m）から建屋基礎盤位置（-7.3m）までの地

盤特性を考慮した等価線形地震応答解析及び時刻歴非線形地震応答

解析を実施し，両解析結果を考慮して基準地震動 Ss-2 及び Ss-3 に

基づく建屋基礎盤位置における入力地震動を評価した。なお，上下

動については線形地震応答解析のみにより評価した。 

等 価 線 形 地 震 応 答 解 析 に は 等 価 線 形 地 震 応 答 解 析 プ ロ グ ラ ム

DYNEQ(39)を，時刻歴非線形地震応答解析には１次元有効応力地震応答

解析プログラム YUSAYUSA(40)， (41)を使用した。 
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地盤の非線形特性モデルは｢4.2.2.1 弾性波速度及び非線形特性｣

に示した三軸動的変形試験の結果（第 4.2.2-2 図）を基に，Ramberg 

-Osgood モデル(42)によりモデル化した。三軸動的変形試験を行った

位置及び地盤モデルの各層の非線形特性の設定を第 4.5.1-1 表に，

モデル化した非線形特性を第 4.5.1-1 図に示す。 

基準地震動 Ss-2 及び Ss-3 に基づく等価線形地震応答解析及び時

刻歴非線形地震応答解析の結果を第 4.5.1-2 図及び第 4.5.1-3 図に

示す。次に，深さ方向の最大値分布を第 4.5.1-4 図に示す。 

最大せん断ひずみ分布の図から 105～107m（Os7 層）及び 114～146m

（Os8 層）において等価線形解析のひずみが 1%を上回っており，時

刻歴非線形解析の結果とも大きく異なっているため，等価線形解析

のみによる評価では不十分であると考えられるため，ここでは，両

解析の結果を考慮し入力地震動を決定する事とする。 

第 4.5.1-3 図より，水平方向の周期 1 秒以下の周期帯で Ss-2 によ

る等価線形解析 NS 成分及び時刻歴非線形解析 EW 成分の地震動が他

の地震動を大きく上回っている。また，鉛直方向の地震動について，

最大加速度及び最大速度は Ss-3 による応答解析結果が Ss-2 による

応答解析結果を上回っている（第 4.5.1-2 図）が，応答スペクトル

は建屋の鉛直方向の 1 次固有周期（約 0.16 秒）以下では Ss-2 によ

る応答解析結果のほうが上回っている（第 4.5.1-3 図）。 

よって，構造物への影響を考慮して，第 4.5.1-5 図に示すように，

建屋・機器の評価には Ss-2 による応答解析結果を入力地震動として

用いることとし，NS 成分は等価線形解析の結果，EW 成分は時刻歴非

線形解析の結果，鉛直成分は線形解析結果とする。 

次に、設定した入力地震動の水平動成分の加速度応答スペクトル

の大きさを考察する。このスペクトルと建築物の設計等で用いる国

土交通省告示による地震動（極めて稀に発生する地震動(時刻歴応答

解析用)、以下告示と称する）で定められた加速度応答スペクトルの

比較を図 4.5.1-6 に示す。設定した Ss-2EW 成分の入力地震動のスペ

クトル値は、告示のスペクトル(工学基盤)の同値より、全ての周期

帯域において少なくとも３～５割程度上回っている。なお、原子炉

建屋支持地盤における地盤 S 波速度は 400m/s 程度であり、これは告

示のスペクトルで定義されている工学基盤相当とみなせる。 

さらに、後章で示すこれら入力地震動による原子炉建屋の地震応
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答解析の結果から求められた層せん断力係数（Ss-2EW 成分の方が

Ss-2NS 成分より全ての階で同係数が上回ったので、ここでは Ss-2EW

成分による値のみ示す）、原子炉建屋の確認保有水平耐力から算定し

た同係数、設計に採用した水平震度から換算した同係数及び設計時

及 び 現 行 の 建 築 基 準 法 に 基 づ い て 求 め た 同 係 数 と の 比 較 を 図

4.5.1-7 に示す。原子炉建屋は設計当時の同基準法で定められた標準

せん断力係数(0.2)に対して 1.5 倍を乗じた値(0.3)に基づいて許容

応力度設計（現行の１次設計と同等）が行われている。原子炉建屋

設計時の地震力から求めた層せん断力分布係数に対する確認保有水

平耐力（終局時）から求めた同係数の比は、下層部（1,2 階部分）で

は５倍程度、上層部（3,4 階部分）では５倍以上となっており、この

値は現行基準法の１次設計と２次設計の標準せん断力係数の比（５

倍）と同等かそれ以上となっている。この上層部の層せん断力係数

の比がより大きくなっている理由としては、確認保有水平耐力を算

定する際の静的増分解析における高さ方向の荷重分布が現行基準法

の１次設計における同分布(Ai 分布)よりも上層階では大きめの設定

となっていること等が考えられる。 

 

 

4.6 基準地震動 Ss の超過確率 

ここでは，入力地震動策定に用いた基準地震動 Ss-2 の応答スペク

トルと日本原子力学会(2007)(43)の方法に基づき試算した敷地におけ

る地震動の一様ハザードスペクトルを比較し，策定した基準地震動

Ss の応答スペクトルがどの程度の年超過確率に相当するか把握す

る｡ 

地震ハザード評価においては，京都大学原子炉実験所の敷地から

半径 100km 以内の範囲内の震源を対象とし，地震調査研究推進本部

の確率論的地震動予測地図(44)の作成に用いられている震源モデルを

用い，2007 年から 30 年間の発生確率から評価を行った。ロジックツ

リーの設定を第 4.6.1-1 図に示す。 

ここでは特定震源モデルとして，確率論的地震動予測地図(44)によ

る主要 98 活断層帯で発生する地震，主要 98 活断層帯以外の活断層

で発生する地震，及び海溝型地震を考慮した。領域震源モデルとし

て，確率論的地震動予測地図(44)によるフィリピン海プレートのプレ
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ート間及びプレート内の震源断層を予め特定しにくい地震，及び内

陸で発生する地震のうち活断層が特定されていない場所で発生する

地震を考慮した。 

確率論的地震動予測地図(44)による主要 98 活断層帯で発生する地

震の発生確率は，平均ケースと最大ケースの 2 通りの発生確率が算

定されているが，ここでは，平均ケースと最大ケースをロジックツ

リーの分岐とし，分岐の重み係数は平均ケースを 0.75，最大ケース

を 0.25 と設定した。 

また，応答スペクトルに基づく地震動評価（Noda et al.（2002）

(23)）の内陸地震補正係数の扱いについて，ここでは，内陸地震補正

を考慮の有無をロジックツリーの分岐とし，分岐の重み係数は，考

慮する場合，考慮しない場合とも 0.5 とした。 

日本原子力学会(2007)(43)の方法に基づき試算した敷地における地

震動の一様ハザードスペクトルと，基準地震動 Ss-2 の応答スペクト

ルの比較を第 4.6.1-2 図に示す。基準地震動 Ss-2 の年超過確率は 10-4

～10-5 程度である｡ 
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第 4.2.1-1 表 敷地周辺の主な被害地震 

この表は「最新版 日本被害地震総覧(8)」による。 

番号 発生年月日 地域 M 被害摘要 

003  684.11.29 土佐その他南海・東海・

西海諸道 

8.25 山崩れ、河涌き、諸国の群官舎･百姓倉･寺塔・神社の倒潰、

人畜の死傷多く、津波が襲来して土佐の運調船多数沈没。

土佐では田苑 50 余万頃（約 10km2）沈下して海となった。

008  745. 6. 5 美濃 7.9 美濃にて櫓館・正倉・仏寺・堂塔・百姓廬舎が多く倒潰し、

摂津で余震 20 日間止まなかった。 

020  868. 8. 3 播磨・山城 7.0 播磨諸郡の官舎･諸定額寺の堂塔がことごとく頽れ倒れ

た。京都では垣屋に崩れたものがあった。山崎断層の活動

によるものと考えられる。 

026  887. 8.26 五畿七道 8.3 京都で諸司の舎屋および東西両方京の民家の倒潰多く、圧

死者多数。津波が沿岸を襲い溺死者多数、特に摂津の国で

津波の被害が大きかった。京都における 8 月中の余震回数

は、1 日 2 回、2 日 3 回、4 日 5 回、5 日 6 回、7・9・13・

14・16・22・23 日各 1回、24 日 2回、28 日 1回。このう

ち 5日の夜の地震が最大余震。 

038 1096.12.17 畿内・東海道 8.3 大極殿小破、京都では震動の割に被害僅少。東大寺の巨鐘

落ちる。薬師寺回廊転倒、東寺塔の九輪落ち、法成寺･法

勝寺にも小被害。近江の勢多橋落ちる。津波が伊勢･駿河

を襲い、駿河で神社･民家の流失 400 余。余震が多かった。

『近衛家文書』によると木曽川下流の鹿取・野代の地が「空

変海塵」の状態となったが数十年後に漸く陸地となり開作

可能となった。 

039 1099. 2.22 南海道・畿内 8.2 興福寺西金堂･塔小破、大門と回廊が倒れた。摂津天王寺

回廊が倒れた。土佐で田千余町（約 1,000ha）みな海に沈

んだ。 

042 1185. 8.13 近江・山城・大和 7.4 京都の震害がとくに大きく、なかでも白川辺の被害が大き

かった。寺社･家屋の倒潰破壊、死者多数。宇治橋が落ち

た。近江で田 3 町（約 3ha）地裂け淵となった。9 月末ま

で余震が多く、特に 8 月 12 日の余震では多少の被害があ

った。 

－ 1360.11.22 紀伊・摂津 7.8 4 日に大地震、5 日に再震、6 日の六ッ時過ぎに津波が熊

野尾鷲から摂州兵庫まで襲来し、人馬牛の死が多かった。

056 1361. 8. 3 畿内・土佐・阿波 8.4 摂津天王寺の金堂転倒し、5 人圧死。その他、諸寺諸堂に

被害があった。津波が沿岸を襲い摂津・阿波・土佐で被害

があり、特に阿波の雪湊(由岐)で流失 1700 戸、流死 60

余。余震多数。 

070 1510. 9.21 摂津・河内 6.8 河内の藤井寺･常光寺・剛琳寺が潰れ、摂津四天王寺の石

の鳥居、金堂の本尊も大破。大阪で潰死者あり。大津で震

動が大きかった。余震が 70 余日続いた。 

082 1596. 9. 5 畿内及び近隣 7.5 京都三条より伏見に至る間で被害が多く、伏見城の天守閣

大破、石垣が崩れて 500 余人圧死。諸寺・民家の倒潰も多
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く、死者多数。堺で死 600 余。奈良・大阪・神戸でも被害

が多かった。余震は翌年の 4月まで続いた。 

084 1605. 2. 3 東海・南海・西海諸道 

（慶長地震） 

7.9 震害の記録は見当たらない。一方、津波は犬吠埼から九州

に至る太平洋岸に押し寄せ、八丈島で谷ヶ里の家残らず流

亡し、死者 57、浜名湖近くの橋本では 100 戸中 80 戸が流

され、死者多数。紀伊半島西岸の広村では戸数 1700 のう

ち 700 戸流失、阿波の鞆浦で波高 10 丈（約 30m）、死 100

余、宍喰で波高 2丈(約 6m)、死 1500 余、土佐甲浦で死 350

余、浜崎で死 50 余、室戸岬付近で 400 余。 

153 1707.10.28 五畿七道（宝永地震） 8.4 わが国最大級の地震の一つ。家屋倒潰地域は、駿河湾中央

部・甲斐西部・信野・東海道・美濃・紀伊・近江・畿内・

播磨・大聖寺・富山、および中国・四国・九州に及ぶ。震

害は東海道・伊勢湾沿岸・紀伊半島で最もひどく、袋井で

全滅、見付・浜松・鳴海・宮・四日市で半ば潰れた。大阪

では崩家 1,000 余、崩橋 50 余、死 500 余、他に溺死 1 万

余。津波は伊豆半島から九州に至る太平洋沿岸および大阪

湾･播磨･伊予･防長を襲った。津波の被害は土佐（高知県）

で最大で流失家屋 1 万 1,167、潰家 5,608、破損家 1,000

余、死 1,844、不明 926、さらに、流・破損船 768 であっ

た。高知市の市街地の約 20km2が最大 2m 沈下した。その

他、室戸岬 1.5m、串本 1.2m、御前崎付近で 1～2m の隆起

があった。この地震による被害は全体で、確かな死者は

5,000 余、流出家約 1.8 万、潰家約 5.9 万。 

254 1854. 7. 9 伊賀・伊勢・大和および

隣国（安政伊賀上野地

震） 

7.3 6 月 12 日頃から前震があった。伊賀上野・四日市・奈良・

大和郡山付近で被害が大きく、上野付近で潰家 2千余、死

約 600、奈良で潰家 700 以上、死約 300 など、全体で死者

は 1,500 を越えた。 

257 1854.12.23 東海・東山・南海諸道（安

政東海地震） 

8.4 被害は関東から近畿に及び、震害の最もひどかったのは沼

津から伊勢湾にかけての海岸で倒潰率 10%以上、過半に達

する宿も多く、佐夜の中山全潰、袋井も 9 割方潰れ、死

200。津波は房総から土佐の沿岸を襲った。この地震によ

る居宅の潰・焼失は約 3万軒、死者は 2 千～3千。御前崎

付近の相良では約 3 尺（0.9ｍ）水深が減り、地盤隆起の

ため数十間（十間＝18m）が干潟となった。 

258 1854.12.24 畿内・東海・東山・北陸・

南海・山陰・山陽道（安

政南海地震） 

8.4 この地震波は安政東海地震の 32 時間後に発生した。その

ため近畿地方およびその周辺では二つの地震の被害をは

っきりと区別できない。被害地域は中部から九州に及ぶ。

津波が大きく、波高は串本で 5丈（15m）、久礼で 16.1m、

種崎で 11m であった。大阪では津波が木津川･安治川を逆

流し、碇泊中の船が多数破損し、橋を壊し、死者数千。地

震と津波の被害は区別が難しい。この地震で高知市の一部

は約 3.5 尺（約 1m）沈下し浸水した。また、室戸・串本

付近で約 1m 隆起し、甲浦･加太で約 1m 沈下した。 

300 1891.10.28 愛知県・岐阜県（濃尾地 8.0 仙台以北を除き日本中で有感。激震地域は根尾川・揖斐川
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震） 上流地方で、わが国の内陸地震では最大のもの。建物全潰

14 万余、半潰 8 万余、死 7273、山崩れ 1 万余。根尾谷を

通る大断層を生じ、水鳥付近では西側が約 6m 隆起し、水

平に 2m ずれた。余震回数も非常に多く、1892 年 1 月 3日、

9 月 7 日、1894 年 1 月 10 日の余震でも家屋破損などの被

害があった。 

506 1944.12. 7 東海道沖（東南海地震） 7.9 被害は静岡・愛知・岐阜・三重の各県に多く、滋賀・奈良・

和歌山・大阪・兵庫の各県にも小被害があった。全体で死

998、重傷 3,059、住家全壊 2 万 6,130、半壊 4万 6,950、

流失 3,059。津波が伊豆半島から紀伊半島の間を襲った。

波の高さは熊野灘沿岸で 6～8m、伊勢湾・渥美湾内は約 1m、

遠州灘沿岸で 1～2m。紀伊半島東岸で 30～40cm 地盤が沈

下した。 

509 1946.12.21 南海道沖（南海地震） 8.0 被害は中部地方から九州にまで及んだ。全体で死 1,330、

家屋全壊 1 万 1,591、半壊 2 万 3,487、流失 1,451、焼失

2,598。震害のあったところは四国の太平洋岸、吉野川流

域、瀬戸内海沿岸（本州側は明石辺から広島辺まで、四国

側は高松辺から松山付近まで）、九州の国東半島・別府湾

の沿岸、出雲地方、大阪湾沿岸、伊勢湾沿岸、岐阜地方に

及んだ。津波は房総半島から九州に至る沿岸を襲い、三

重・徳島・高知の沿岸で 6m に達した。室戸・紀伊半島は

南上がりの傾動を示し、室戸で 1.27m、潮岬で 0.7m 上昇

し、須崎・甲浦で約 1m 沈下した。 

703 1995. 1.17 兵庫県南東沿岸（平成 7

年(1995 年)兵庫県南部

地震・阪神淡路大震災）

7.3 活断層の活動による直下型地震。現地調査により淡路島の

一部から神戸市、芦屋市、西宮市、宝塚市にかけて震度 7

の地域が確認された。多くの木造家屋、鉄筋コンクリート

造、鉄骨造などの建物のほか、高速道路、新幹線を含む鉄

道線路なども崩壊した。平成 8年 11 月 18 日現在、被害は

死6310、行方不明2、負傷者4万3,188、住家全壊9万3,181、

半壊 10 万 8,439、住家全半焼 7,071。野島断層は長さ約

10.5km、右横ずれ（最大 2.5m）南東側上がり（最大 1.2m）

の変位を示した。本土の断層は地表面に活動の跡を残して

いない。 
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第 4.2.1-2 表 気象庁震度階級関連解説表(2009)(13)(抜粋) 

耐震性が高い 耐震性が低い 耐震性が高い 耐震性が低い

５弱 －
壁などに軽微なひび割れ・亀裂
がみられることがある。

－－

５強 －
壁などにひび割れ・亀裂がみら
れることがある。

－
壁、梁（はり）、柱などの部材
に、ひび割れ・亀裂が入ること
がある。

６弱
壁などに軽微なひび割れ・亀裂
がみられることがある。

壁などのひび割れ・亀裂が多く
なる。
壁などに大きなひび割れ・亀裂
が入ることがある。
瓦が落下したり、建物が傾いた
りすることがある。倒れるもの
もある。

壁、梁（はり）、柱などの部材
に、ひび割れ・亀裂が入ること
がある。

壁、梁（はり）、柱などの部材
に、ひび割れ・亀裂が多くなる。

６強
壁などにひび割れ・亀裂がみら
れることがある。

壁などに大きなひび割れ・亀裂
が入るものが多くなる。
傾くものや、倒れるものが多くな
る。

壁、梁（はり）、柱などの部材
に、ひび割れ・亀裂が多くなる。

壁、梁（はり）、柱などの部材
に、斜めやX 状のひび割れ・亀
裂がみられることがある。
１階あるいは中間階の柱が崩
れ、倒れるものがある。

7
壁などのひび割れ・亀裂が多く
なる。
まれに傾くことがある。

傾くものや、倒れるものがさらに
多くなる。

壁、梁（はり）、柱などの部材
に、ひび割れ・亀裂がさらに多く
なる。
1 階あるいは中間階が変形し、
まれに傾くものがある。

壁、梁（はり）、柱などの部材
に、斜めやX 状のひび割れ・亀
裂が多くなる。
１階あるいは中間階の柱が崩
れ、倒れるものが多くなる。

木造建物（住宅）震度
階級

鉄筋コンクリート造建物

 

 

  

 

 

 

 

第 4.2.1-3 表 被害地震のうち敷地での震度がⅤ程度以上であったとされる地震 

北緯（°） 東経（°）

1596.  9. 5 34.8 135.4 7.5 46.4 Ⅵ 畿内及び近隣　（慶長伏見地震）

1662.  6. 1 6 35.3 135.9 7.5 113.4 Ⅵ
山城・大和・河内・和泉・摂津・丹後・若狭・近江・美
濃・伊勢・駿河・三河・信濃　（近江・若狭地震）

1707. 10. 2 8 33.2 135.9 8.4 140.8 Ⅵ 五畿七道　（宝永地震）

1854. 12. 2 3 34.0 137.8 8.4 229.8 Ⅴ 東海・東山・南海諸道　（安政東海地震）

1854. 12. 2 4 33.0 135.0 8.4 156.8 Ⅴ
畿内・東海・東山・北陸・南海・山陰・山陽道
（安政南海地震）

1891. 10. 2 8 35.6 136.6 8 176.7 Ⅴ 愛知県・岐阜県　（濃尾地震）

1909.  8. 1 4 35.4 136.3 6.8 142.3 Ⅳ～Ⅴ 滋賀県姉川付近　（江濃(姉川)地震）

1927.  3. 7 35.6 134.9 7.3 143.2 Ⅴ 京都府北西部　（北丹後地震）

1952.  7. 1 8 34.5 135.8 6.8 40.5 Ⅴ 奈良県中部　（吉野地震）

年月日
マグニ

チュードM
震央距離(km ) 地名  (地震名)

震央位置
震度

 

「最新版 日本被害地震総覧(8)」による  
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第 4.2.1-4 表 震央距離とマグニチュードから敷地基盤で震度Ⅴ以上と推定される地震 

北緯（°） 東経（°）

 887.  8. 26 33.0 135.0 8.3 156.8 五畿七道

1099.  2. 2 2 33.0 135.5 8.2 154.0 南海道・畿内

1361.  8. 3 33.0 135.0 8.4 156.8 畿内・土佐・阿波

1510.  9. 2 1 34.6 135.6 6.8 33.2 摂津・河内

1596.  9. 5 34.8 135.4 7.5 46.4 畿内及び近隣　（慶長伏見地震）

1707. 10. 2 8 33.2 135.9 8.4 140.8 五畿七道　（宝永地震）

1854. 12. 2 4 33.0 135.0 8.4 156.8
畿内・東海・東山・北陸・南海・山陰・山陽
道　（安政南海地震）

1944. 12. 7 33.6 136.2 7.9 118.3 東海道沖　（東南海地震）

1995.  1. 1 7 34.6 135.0 7.3 37.1
兵庫県南東沿岸　（平成7年(1995年)兵庫
県南部地震・阪神淡路大震災）

年月日
マグニ

チュードM
震央距離(km ) 地名  (地震名)

震央位置

 

 

 

 

 

 

 

第 4.2.1-5 表 敷地周辺の主な活断層の諸元 

検討用地震 断層長さ マグニチュード※１ 

中央構造線断層帯 60km※２ 7.8 

上町断層帯 46km 7.6 

生駒断層帯 42km 7.5 

大阪湾断層帯 42km 7.5 

※１ 松田(1975) (16)により断層長さから算出 

※２ 地震調査研究推進本部による断層モデル(33)を参考に，断層の傾斜角を 43 度とし，金剛断層と五条谷断層は断層面

を共有するため五条谷断層，根来断層，磯ノ浦断層の断層長さを中央構造線断層帯とする 
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第 4.2.2-1 表 原子炉建屋直下の地下構造モデルの物性値び非線形特性試験実施位置 

層番号 層厚 深さ P波速度 S波速度 密度 Layer Name 非線形特性

(m) (m)  (m/s)  (m/s)  (g/cm
3
) 非線形特性番号

※1

1 2 0 380 170 1.80 U1 ---

2 5 2 680 177 1.69 U2 ---

3 0.3 7 1350 200 1.75 U3 ---

4 6.7 7.3 1593 363 1.79 Oc1 C-1

5 1 14 1600 480 1.63 Os1 S-1

6 8 15 1615 400 1.85 Oc2 C-2

7 7 23 1140 381 1.83 Os2-1 S-2

8 5 30 1140 402 1.94 Os2-2 ---

9 10 35 1689 405 1.91 Oc3 C-3

10 2 45 1605 490 1.97 Os3 ---

11 3 47 1293 450 1.89 Oc4 C-4

12 3 50 1767 480 1.90 Os4 S-3

13 3 53 1553 497 2.00 Oc5 C-5

14 7 56 1816 550 2.00 Os5 S-4

15 28 63 1820 525 2.00 Oc6 C-6

16 12 91 1862 573 1.97 Os6 ---

17 2 103 1805 545 2.00 Oc7 ---

18 2 105 1845 545 2.01 Os7 ---

19 7 107 1816 559 1.99 Oc8 ---

20 22 114 1915 540 1.99 Os8-1 S-5

21 10 136 1962 579 2.04 Os8-2 ---

22 15 146 1903 597 1.95 Oc9 C-7

23 14 161 2105 739 2.06 Os9 S-6

24 6 175 2708 982 2.19 R1 ---

25 3 181 3517 1597 2.41 R2 ---

26 - 184 4898 2436 2.49 R3 ---

U: 埋め戻し土 Oc:粘土層 Os:砂礫層 R: 花崗岩

※１　非線形特性番号の記載してある層は非線形特性試験を実施した層  
 

 

 

第 4.2.2-2 表 大阪平野 3 次元地下構造モデルの物性値 

S波速度 P波速度 密度

(km/s) (km/s) (g/cm3)

1 0.4 1.6 1.7

2 0.55 1.8 1.8

3 1.0 2.5 2.1

4 3.2 5.4 2.7

層番号
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第 4.2.2-3 表 大阪平野外の 3 次元地下構造モデルの物性値 

Layer Vp Vs Density
(km/s) (km/s) (g/cm3)

Upper crust 5.4 3.2 2.7

Lower crust 6.6 3.9 2.8

Mantle wedge 7.2 4.3 3.0

Oceanic layer 4.8 2.5 2.6

Philippine slab 6.8 3.9 2.9

Upper mantle 7.8 4.5 3.1  

 

 

 

第 4.2.3-1 表 応答スペクトル算定に用いる活断層の諸元 

検討用地震 断層長さ マグニチュード※１ 等価震源距離 

中央構造線断層帯 60km※２ 7.8 16.9km 

上町断層帯 46km 7.6 30.7km 

生駒断層帯 42km 7.5 50.8km 

大阪湾断層帯 42km 7.5 36.8km 

※１ 松田(1975) (16)により断層長さから算出 

※２ 地震調査研究推進本部による断層モデル(33)を参考に，断層の傾斜角を 43 度とし，金剛断層と五条谷断層は

断層面を共有するため五条谷断層，根来断層，磯ノ浦断層の断層長さを中央構造線断層帯とする 

 

 

 

 

第 4.2.5-1 表 検討用地震の応答スペクトル算定に用いる震源の諸元 

検討用地震 マグニチュード 等価震源距離 

中央構造線断層帯※１ 7.8※２ 16.9km 

上町断層帯 7.6※２ 30.7km 

東南海地震 8.1※３ 140.1km 

南海地震 8.4※３ 171.3km 

東南海・南海地震 8.5※３ 163.5km 

プレート内地震 7.4 70.0km 

※１ 地震調査研究推進本部による断層モデル(33)を参考に，断層の傾斜角を 43 度とし，金剛断

層と五条谷断層は断層面を共有するため五条谷断層，根来断層，磯ノ浦断層の断層長さ

を中央構造線断層帯とする 

※２ 松田(1975) (16)により断層長さから算出 

※３ 地震調査研究推進本部(2001)(2)による評価値 
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第 4.2.5-2 表 模擬地震波 Ss-1 の振幅包絡線の経時的変化 

Tb Tc Td

Ss-1 55.8 9.3 31.2 55.8

振幅包絡線の経時的変化 (s)
継続時間 (s)基準地震動
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第 4.2.5-3 表 震源の不確かさの考え方 

中央構造線断層帯の震源の不確かさの考え方 

モデル名 傾斜角 アスペリティ 応力降下量 

ケース 1 （基本モデル１） 43° 推本モデル※１と同様のアスペリティ配置 レシピ※２ 

ケース 2 （基本モデル２） 43° 推本モデル※１と同様のアスペリティ配置 レシピ※２ 

ケース 3 （アスペリティ位置の 

不確かさを考慮したモデル） 
43° 敷地の近くに大きいアスペリティを配置 レシピ※２ 

ケース 4 （応力降下量の不確 

かさを考慮したモデル） 
43° 推本モデル※１と同様のアスペリティ配置 レシピ※２ ×1.5 倍

上町断層帯の震源の不確かさの考え方 

モデル名 傾斜角 アスペリティ 応力降下量 

ケース 1 （基本モデル） 65° 北側セグメントに大きいアスペリティを配置 レシピ※２ 

ケース 2 （アスペリティ位置の 

不確かさを考慮したモデル） 
65° 南側セグメントに大きいアスペリティを配置 レシピ※２ 

ケース 3 （応力降下量の不確 

かさを考慮したモデル） 
65° 北側セグメントに大きいアスペリティを配置 レシピ※２ ×1.5 倍

  

    不確かさを考慮したパラメータ 

  ※1 地震調査研究推進本部の強震動評価(33)のモデル 

  ※2 強震動予測レシピ(26) 
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第 4.2.5-4 表(1) 断層パラメータ（中央構造線断層帯） 

4スーケ3,2,1スーケ法方定設位単号記

0.060.06定設りよに査調献文mkLさ長

1.611.61定設らか角斜傾と層生発震地mkW幅

S積面 km
2 869869幅層断×さ長層断

断層上端深さ DepU km 微小地震の震源深さの上限を参照し て設定 4.0 4.0

断層下端深さ DepD km 微小地震の震源深さの下限を参照し て設定 15.0 15.0

8.78.7)5791,田松(6.0/)9.2+Lgol(=MjMjM

1.71.7)7791,iromanaK(5.1/)1.9-oMgol(=wMwMwM

3434定設りよに査調献文°pid角斜傾

地震モーメント Mo Nm S=4.24*Mo
1/2

*10
-11

(入倉・三宅, 2001) 5.21E+19 5.21E+19

36.136.1D*S*μ=oMmD量りべす均平

静的応力降下量 Δσ MPa
Δσ=3.1 (Fujii and Matsu'ura, 2000) (レシピ)
Case3はその1.5倍

3.10 4.65

25.225.2)6791(relleG　sV*27.0=rVs/mkrV度速播伝壊破

アスペリティの平均すべり量 Da m Da=2*D　Somerville et al. (1999), 石井・他 (2000) 3.26 3.26

アスペリティの面積 Sa km
2 312312)9991(.latelivremoS　倍22.0約のSはaS

アスペリティの地震モーメント Moa Nm Moa=μ*Sa*Da　Irikura et al. (2004), Eshelby (1957) 2.29E+19 2.29E+19

アスペリティの実行応力 Δσa MPa
Δσa=Δσ*(S/Sa)　Irikura et al. (2004), Madoriaga
(1979)

14.09 21.63

アスペリティのすべり量 Da1 m Da1=(γ1/∑γi
3
)*Da 3.61 3.61

アスペリティの面積 Sa1 km
2 2412411:2=2aS:1aS

91+E96.191+E96.11aD*1aS*μ=1aoMmN1aoMトンメーモ震地のィテリペスア

アスペリティのすべり量 Da2 m Da2=(γ2/∑γi
3
)*Da 2.55 2.55

アスペリティの面積 Sa2 km
2 17171:2=2aS:1aS

81+E99.581+E99.52aD*2aS*μ=2aoMmN2aoMトンメーモ震地のィテリペスア

71.171.1)bS*μ(/boM=bDmbD量りべすの域領景背

557557aS-S=bS2mkbS積面の域領景背

91+E29.291+E29.2aoM-oM=boMmNboMトンメーモ震地の域領景背

背景領域の実行応 力 Δσb MPa Δσb=(Db/Wb)*(π
1/2

/Da)*r*∑γi
3
*Δσa 3.37 5.25

0.060.06定設りよに査調献文mk1Lさ長

1.611.61)1pid(nis/)UpeD-DpeD(mk1W幅層断

452452定設りよに査調献文°1ekirtS向走

3434定設りよに査調献文°1pid角斜傾

081081定設りよに査調献文°1ekar角りべす

b1S積面 km
2 17.95617.956a1S-t1S

8.118.11)1pid(soc*2W=2Lmk2Lさ長

1.611.61)2pid(nis/)UpeD-DpeD(mk2W幅層断

461461定設りよに査調献文°2ekirtS向走

3434定設りよに査調献文°2pid角斜傾

0909定設りよに査調献文°2ekar角りべす

b2S積面 km
2 1.591.59a2S-t2S

背景領域全体

背景領域
(泉山脈南縁部分)

背景領域
(金剛山地東縁部分)

パラメータ

断層全体

アスペリティ全体

アスペリティ1(Asp1)

アスペリティ2(Asp2)
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第 4.2.5-4 表(2) 断層パラメータ（上町断層帯） 

記号 単位 設定方法 ケース１ ケース２ ケース３

858585定設りよに査調献文mkLさ長

616161定設らか角斜傾と層生発震地mkW幅

S積面 km
2 829829829幅層断×さ長層断

断層上端深さ DepU km 微小地震の震源深さの上限を参照し て設定 3.0 3.0 3.0

断層下端深さ DepD km 微小地震の震源深さの下限を参照し て設定 17.5 17.5 17.5

6.76.76.7)5791,田松(6.0/)9.2+Lgol(=MjMjM

1.71.71.7)7791,iromanaK(5.1/)1.9-oMgol(=wMwMwM

565656定設りよに査調献文°pid角斜傾

地震モーメント Mo Nm S=4.24*Mo
1/2

*10
-11

(入倉・三宅, 2001) 4.79E+19 4.79E+19 4.79E+19

65.165.165.1D*S*μ=oMmD量りべす均平

静的応力降下量 Δσ MPa
Δσ=3.1 (Fujii and Matsu'ura, 2000) (レシピ)
Case3はその1.5倍

3.10 3.10 4.65

25.225.225.2)6791(relleG　sV*27.0=rVs/mkrV度速播伝壊破

21.321.321.3D*2=aDmaD量りべす均平のィテリペスア

アスペリティの面積 Sa km
2 SaはSの約0.22倍　Somervil et al. (1999) 204 204 204

アスペリティの地震モーメント Moa Nm Moa=μ*Sa*Da　Irikura et al. (2004), Eshelby (1957) 2.11E+19 2.11E+19 2.11E+19

アスペリティの実行応力 Δσa MPa
Δσa=Δσ*(S/Sa)　Irikura et al. (2004), Madoriaga
(1979)

14.09 21.14 21.14

アスペリティのすべり量 Da1 m Da1=(γ1/∑γi
3
)*Da 3.46 3.46 3.46

アスペリティの面積 Sa1 km
2 6316316311:2=2aS:1aS

91+E65.191+E65.191+E65.11aD*1aS*μ=1aoMmN1aoMトンメーモ震地のィテリペスア

アスペリティのすべり量 Da2 m Da2=(γ2/∑γi
3
)*Da 2.45 2.45 2.45

アスペリティの面積 Sa2 km
2 8686861:2=2aS:1aS

81+E15.581+E15.581+E15.52aD*2aS*μ=2aoMmN2aoMトンメーモ震地のィテリペスア

21.121.121.1)bS*μ(/boM=bDmbD量りべすの域領景背

427427427aS-S=bS2mkbS積面の域領景背

91+E86.291+E86.291+E86.2aoM-oM=boMmNboMトンメーモ震地の域領景背

背景領域の実行応力 Δσb MPa Δσb=(Db/Wb)*(π
1/2

/Da)*r*∑γi
3
*Δσa 3.33 3.33 4.99

888定設りよに査調献文mk1Lさ長

616161)1pid(nis/)UpeD-DpeD(mk1W幅層断

243243243定設りよに査調献文°1ekirtS向走

565656定設りよに査調献文°1pid角斜傾

090909定設りよに査調献文°1ekar角りべす

背景領域の面積 S1b km
2 2882128積面ィテリペスア-幅×さ長

212121定設りよに査調献文mk2Lさ長

616161)2pid(nis/)UpeD-DpeD(mk2W幅層断

453453453定設りよに査調献文°2ekirtS向走

565656定設りよに査調献文°2pid角斜傾

090909定設りよに査調献文°2ekar角りべす

背景領域の面積 S2b km
2 201421201積面ィテリペスア-幅×さ長

626262定設りよに査調献文mk3Lさ長

616161)3pid(nis/)UpeD-DpeD(mk3W幅層断

323232定設りよに査調献文°3ekirtS向走

565656定設りよに査調献文°3pid角斜傾

090909定設りよに査調献文°3ekar角りべす

背景領域の面積 S3b km
2 843082843積面ィテリペスア-幅×さ長

444定設りよに査調献文mk4Lさ長

616161)4pid(nis/)UpeD-DpeD(mk4W幅層断

848484定設りよに査調献文°4ekirtS向走

565656定設りよに査調献文°4pid角斜傾

090909定設りよに査調献文°4ekar角りべす

背景領域の面積 S4b km
2 464646積面ィテリペスア-幅×さ長

888定設りよに査調献文mk5Lさ長

616161)5pid(nis/)UpeD-DpeD(mk5W幅層断

555555定設りよに査調献文°5ekirtS向走

565656定設りよに査調献文°5pid角斜傾

090909定設りよに査調献文°5ekar角りべす

背景領域の面積 S5b km
2 821821821積面ィテリペスア-幅×さ長

アスペリティ2(Asp2)

セグメント4

セグメント5

背景領域全体

セグメント1

セグメント2

セグメント3

パラメータ

断層全体

アスペリティ全体

アスペリティ1(Asp1)
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第 4.5.1-1 表 各地層モデルの諸パラメータ及び非線形特性の設定 

層番号 層厚 深さ P波速度 S波速度 密度 Layer Name

(m) (m)  (m/s)  (m/s)  (g/cm3) 非線形特性番号※1 設定モデル※2

1 2 0 380 170 1.80 U1 --- ---

2 5 2 680 177 1.69 U2 --- ---

3 0.3 7 1350 200 1.75 U3 --- ---

4 6.7 7.3 1593 363 1.79 Oc1 C-1 C-1

5 1 14 1600 480 1.63 Os1 S-1 S-1

6 8 15 1615 400 1.85 Oc2 C-2 C-2

7 7 23 1140 381 1.83 Os2-1 S-2 S-2

8 5 30 1140 402 1.94 Os2-2 --- S-2

9 10 35 1689 405 1.91 Oc3 C-3 C-3

10 2 45 1605 490 1.97 Os3 --- S-3

11 3 47 1293 450 1.89 Oc4 C-4 C-4

12 3 50 1767 480 1.90 Os4 S-3 S-3

13 3 53 1553 497 2.00 Oc5 C-5 C-5

14 7 56 1816 550 2.00 Os5 S-4 S-4

15 28 63 1820 525 2.00 Oc6 C-6 C-6

16 12 91 1862 573 1.97 Os6 --- S-4

17 2 103 1805 545 2.00 Oc7 --- C-6

18 2 105 1845 545 2.01 Os7 --- S-5

19 7 107 1816 559 1.99 Oc8 --- C-6

20 22 114 1915 540 1.99 Os8-1 S-5 S-5

21 10 136 1962 579 2.04 Os8-2 --- S-5

22 15 146 1903 597 1.95 Oc9 C-7 C-7

23 14 161 2105 739 2.06 Os9 S-6 S-6

24 6 175 2708 982 2.19 R1 --- ---

25 3 181 3517 1597 2.41 R2 --- ---

26 - 184 4898 2436 2.49 R3 --- ---

U: 埋め戻し土 Oc:粘土層 Os:砂礫層 R: 花崗岩

※１　非線形特性番号の記載してある層は非線形特性試験を実施した層
※2　設定した非線形特性番号。非線形特性試験を実施していない層は，その層に近い層の非線形特性を設定。

非線形特性
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（地震諸元は，｢最新版 日本被害地震総覧(8)｣による） 

第 4.2.1-2 図 敷地周辺における主な被害地震の震央分布 
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（地震諸元は，｢気象庁地震カタログ(10)｣による） 

第 4.2.1-4 図 敷地周辺で発生した M5.0 以上の地震の震央分布 

（1923 年～2007 年） 
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（地震諸元は，｢気象庁地震カタログ｣による(10)）              

4.0≦M＜5.0

3.0≦M＜4.0

M＜1.0

1.0≦M＜2.0

2.0≦M＜3.0

 

 

第 4.2.1-5 図(1) 敷地周辺における M5.0 以下の地震の震央分布 

（震源深さ 0-30km, 2004 年～2007 年） 
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4.0≦M＜5.0

3.0≦M＜4.0

M＜1.0

1.0≦M＜2.0

2.0≦M＜3.0

 

 

第 4.2.1-5 図(2) 敷地周辺における M5.0 以下の地震の震央分布 

（震源深さ 30-60km, 2004 年～2007 年） 
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第 4.2.1-5 図(3) 敷地周辺における M5.0 以下の地震の震央分布 

（震源深さ 60-90km, 2004 年～2007 年） 
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（地震諸元は，｢気象庁地震カタログ｣による(10)）              
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第 4.2.1-5 図(4) 敷地周辺における M5.0 以下の地震の震央分布 

（震源深さ 90km 以上, 2004 年～2007 年） 
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(1) 東西方向断面 

 

 

 (2) 南北方向断面 

（地震諸元は，｢気象庁地震カタログ｣による(10)） 

第 4.2.1-6 図 敷地付近を横切る幅 50km の範囲に分布する M5.0 以下の地震の震源の鉛直分布 
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第 4.2.1-7 図 微小地震の震源分布及び速度構造探査に基づくプレート境界面の推定等深線図 

（地震調査研究推進本部(2001）(2)) 

 



4－44 

 

 
第 4.2.1-8 図 敷地周辺における活断層分布 

(｢3.敷地周辺･敷地近傍･敷地の地質及び地質構造｣による｡) 
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第 4.2.2-2 図 室内試験に基づく各地層の地盤非線形特性 
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(a) S 波速度 550m/s の層の上面深さ 

 

 
(b) S 波速度 1000m/s の層の上面深さ 

 

 
(c) S 波速度 3200m/s の層（地震基盤）の上面深さ 

第 4.2.2-4 図 大阪平野の 3 次元速度構造モデル（Kawabe and Kamae, 2008(21)） 
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(a) フィリピン海プレート上面深さ 

 

 

(b) 速度構造の断面図 

第 4.2.2-5 図 大阪平野外の速度構造モデル 

（Kawabe and Kamae, 2008(21)） 
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第 4.2.2-7 図 地震観測位置 

 

 

第 4.2.2-6 図 地震観測点配置図 

 

鉛直アレイ
地震観測位置 

臨界集合体実験装置建屋



4－51 

 

第 4.2.2-8 図 地下 200m の観測記録を入力とした地表地震記録の 

シミュレーション結果と観測波形の比較 

 

 

  

7.0≦M＜7.5

6.5≦M＜7.0

5.5≦M＜6.0

6.0≦M＜6.5

7.5≦M＜8.0

8.0≦M

5.0≦M＜5.5 
地震諸元は「最新版 日本被害地震総覧(8)」による  

第 4.2.3-1 図 敷地周辺における活断層分布と主な被害地震の震央分布 
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4.0≦M＜5.0

3.0≦M＜4.0

M＜1.0

1.0≦M＜2.0

2.0≦M＜3.0

 
地震諸元は，｢気象庁地震カタログ｣による(10) 

第 4.2.3-2 図 敷地地周辺における活断層分布と M5.0 以下の地震の震央分布 

 

 

   

第 4.2.3-3 図 内陸地殻内地震の応答スペクトルの比較 
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第 4.2.3-4 図 想定南海地震および想定東南海地震の震源域 

（地震調査研究推進本部(2001）(2)) 

 

 

  

 

第 4.2.3-5 図 フィリピン海プレートの震源断層を予め特定しにくい地震の最大マグニチュード 

（地震調査研究推進本部 確率論的地震動予測地図の説明資料より(2006）(17)) 

 

 

番号 最大 M 根拠 備考

1 プレート内 7.4 2004.09.05 紀伊半島南東沖

プレート間 6.9 1929.05.22 日向灘

1996.10.19

海溝型地震として M7.0 以上の地

震が別途考慮されている。2

プレート内 7.2 1769.08.29 長期評価の記載に基づき設定。

3 プレート内 6.6 1968.08.06 愛媛県西方沖 海溝型地震として M6.7 以上の地

震が別途考慮されている。

4 プレート内 8.0 1911.06.15 奄美大島近海 震央位置は、Gutenberg-Richter

のカタログの位置を採用。

プレート間 6.6 （長期評価対象Ｍ未満） 海溝型地震として M6.7 以上の地

震が別途考慮されている。

5

プレート内 6.6 （長期評価対象Ｍ未満） 海溝型地震として M6.7 以上の地

震が別途考慮されている。

6 プレート内 6.6 （長期評価対象Ｍ未満） 海溝型地震として M6.7 以上の地

震が別途考慮されている。

間：プレート間地震、内：プレート内地震

地域区分ごとの最大マグニチュード 
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第 4.2.4-1 図 Noda et al. (2002)(23)による水平地震動応答スペクトルの考え方 

 

 

 

 

(a) 水平方向 

 

(b) 鉛直方向 

第 4.2.4-2 図  地表から KUCA 建屋内への伝達特性 
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(a) 水平方向 

 

(b) 鉛直方向 

第 4.2.4-3 図  地表から KUCA 建屋内への伝達特性を考慮し観測記録から求めた解放基

盤におけるスペクトルと応答スペクトルに基づく地震動評価結果の比較 

 

 

 

 

 

 

第 4.2.5-1 図 Noda et al. (2002)(23)による水平・鉛直地震動の地盤増幅率の例 
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(c) アスペリティと破壊開始点の位置 

第 4.2.5-2 図(1) 内陸地殻内地震の震源モデル（中央構造線断層帯） 
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(c) アスペリティと破壊開始点の位置 

第 4.2.5-2 図(2) 内陸地殻内地震の震源モデル（上町断層帯） 
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図中の破線はフィリピン海プレート上面の深さを表す（Kawabe and Kamae (2008)(21) より） 

第 4.2.5-3 図(1) プレート間地震の震源モデル（南海地震，M8.4）） 
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図中の破線はフィリピン海プレート上面の深さを表す（Kawabe and Kamae (2008) (21) より） 

第 4.2.5-3 図(2) プレート間地震の震源モデル（東南海地震，M8.1） 
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               図中の破線はフィリピン海プレート上面の深さを表す 

第 4.2.5-3 図(3) プレート間地震の震源モデル（東南海・南海地震，M8.5） 

 

   

第 4.2.5-4 図 解放基盤表面における地震動の応答スペクトル（応答スペクトルに基づく地震動評価） 
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第 4.2.5-5 図 Noda et al.(2002)(23)に基づく応答スペクトルの設定の際に用いたマグニチュードと震源

距離の関係，及びここで評価した断層のマグニチュードと震源距離の関係 
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(a) 標応答スペクトルと模擬地震波の応答スペクトル 
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(b) 標応答スペクトルに対する模擬地震波の応答スペクトルの比 

第 4.2.5-6 図 標応答スペクトルと模擬地震波の応答スペクトルの比較（減衰定数５％） 
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第 4.2.5-6 図 模擬地震波の加速度時刻歴波形 

 

 

第 4.2.5-7 図 Noda et al.(2002)(23)に基づく応答スペクトルの設定の際に用いたマグニチュードと 

震源距離の関係，及びここで評価した断層のマグニチュードと震源距離の関係 
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第 4.2.5-8 図(1)  解放基盤表面における時刻歴波形（中央構造線断層帯，ケース 1） 
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第 4.2.5-8 図(2)  解放基盤表面における時刻歴波形（中央構造線断層帯，ケース 2） 
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第 4.2.5-8 図(3)  解放基盤表面における時刻歴波形（中央構造線断層帯，ケース 3） 
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第 4.2.5-8 図(4)  解放基盤表面における時刻歴波形（中央構造線断層帯，ケース 4） 
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第 4.2.5-8 図(5)  解放基盤表面における時刻歴波形（上町断層帯，ケース 1） 
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第 4.2.5-8 図(6)  解放基盤表面における時刻歴波形（上町断層帯，ケース 2） 
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第 4.2.5-8 図(7)  解放基盤表面における時刻歴波形（上町断層帯，ケース 3） 
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(a) 水平動（中央構造線断層帯） 

 

(b) 水平動（上町断層帯） 

第 4.2.5-9 図 解放基盤表面における地震動の応答スペクトル（断層モデルを用いた地震動評価） 
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(c) 鉛直動（中央構造線断層帯） 

 

(d) 鉛直動（上町断層帯） 

第 4.2.5-9 図 続き 
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第 4.3.1-1 図 垣見ほか(2003)(35)による地震地体構造区分 
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領域ごとの最大マグニチュード．

番号 最大 M 根拠 備考

1 6.8 （最大 M の下限値）

2 6.8 （最大 M の下限値）

3 6.8 （最大 M の下限値）

4 6.8 （最大 M の下限値）

5 6.8 （最大 M の下限値）

6 6.8 （最大 M の下限値）

7 6.8 （最大 M の下限値） 1772.6.3(M6.7)と 1858.7.8(M7.3)は太平洋プレートの

地震と判断．

8 7.2 2008.06.14 岩手・宮城内陸 1766 津軽地震(M7.3)，1896 陸羽地震(M7.2)は活断層

と対応．

9 7.0 1649.07.30 川越

1782.08.23 小田原

地殻内の地震かどうか不明確だが考慮．

1924 丹沢地震(M7.3)は大正関東地震の余震として考

慮せず．

10 7.2 1751.05.21 高田 1847 善光寺地震(M7.4)は活断層と対応．

11 6.8 1729.08.01 能登・佐渡

12 7.0 1961.08.19 北美濃地震 1891 濃尾地震(M8.0)，1858 飛越地震(M7.1)，1948 福

井地震(M7.1)はいずれも活断層と対応．

13 6.8 1909.08.14 姉川地震 1596 慶長地震(M7.5)，1662 寛文地震(M7.5)，1854 伊

賀上野地震(M7.3)，1995 兵庫県南部地震(M7.3)はい

ずれも活断層と対応．

1819 年の近江八幡付近の地震(M7.3)はやや深い地震

の可能性が指摘されているため対象外とした ．

14 6.9 1963.03.27 越前岬沖 1927 北丹後地震(M7.3)，1943 鳥取地震(M7.2)はいず

れも活断層と対応．

15 7.3 2000.10.06 鳥取県西部地震 1649(M7.0)，1686(M7.2)，1857(M7.3)はフィリピン海

プレートの地震と考えられるため除外．

16 7.0 1700.04.15 壱岐・対馬 2005 年福岡県西方沖(M7.0)は警固断層帯北西部と対

応．

17 6.8 （最大 M の下限値）

18 7.0 1789.05.11 阿波 1854 伊予西部(M7.4)はフィリピン海プレートの地震

と考えられるため対象外とした．

19 6.8 （最大 M の下限値） 1769 年の M7.7 の地震は津波が発生しており，フィ

リピン海プレートの地震と判断．

20 7.1 1914.01.12 桜島 火山性地震の可能性も指摘されているが最大マグニ

チュード設定に考慮．

21 6.9 1922.12.08 千々石湾 1596 慶長豊後(M7.5)は活断層と対応．

22 7.0 （海域の最大 M の下限値）

23 7.1 1872.03.14 浜田地震

24 7.2 1633.03.01 小田原（7±1/4） 1930 北伊豆地震(M7.3)は活断層と対応．

 

第 4.3.1-2 図 陸域の震源断層を予め特定しにくい地震の最大マグニチュード 

(地震調査研究推進本部(2009)(34)により) 

陸域の震源断層を予め特定しにくい地震の領域区分 
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第 4.3.2-1 図 解放基盤加藤ほか(2004)(38)による応答スペクトルと 

中央構造線断層帯の断層モデルにより評価した地震動の応答スペクトルの比較 

 

  

          (a) 水平動                    (b) 鉛直動 

第 4.4.1-1 図 基準地震動 Ss の応答スペクトル 
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第 4.5.1-1 図 地盤の非線形特性モデル（実線）及び 

室内試験に基づく各地層の地盤非線形特性(G/G0：●，h：◆) 
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（ a）建屋基礎底位置における基準地震動 Ss-2 の応答波形 
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（ b）建屋基礎底位置における基準地震動 Ss-3 の応答波形 

第 4.5.1-2 図  等価線形及び時刻歴非線形応答解析結果の時刻歴波形 
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（ a） 水平方向の応答スペクトル 

 

 

 

（ b） 鉛直方向の応答スペクトル 

第 4.5.1-3 図  等価線形及び時刻歴応答解析結果の応答スペクトル 
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第 4.5.1-4 図(1) 深さ方向の最大値分布（基準地震動 Ss-2,NS） 
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第 4.5.1-4 図(2) 深さ方向の最大値分布（基準地震動 Ss-2,EW） 
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a)　最大加速度分布
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第 4.5.1-4 図(3) 深さ方向の最大値分布（基準地震動 Ss-3,NS） 
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第 4.5.1-4 図(4) 深さ方向の最大値分布（基準地震動 Ss-3,EW） 
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第 4.5.1-5 図 建屋基礎底位置における入力地震動 
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第 4.5.1-6 図 基準地震動に基づいて作成した入力地震動と 

国土交通省告示による応答スペクトルの比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4.5.1-7 図 各種、層せん断力係数の比較 

 

 基準地震動Ss-2に基づく入力地震動
(EW成分の時刻歴非線形解析応答波）

同上（NS成分の等価線形解析応答波）
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第 4.6.1-1 図 ロジックツリーの設定 

 

 

 

第 4.6.1-2 図 解放基盤面における地震動のハザードスペクトルと基準地震

動の応答スペクトルとの比較 
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５．安全上重要な建物・構築物の耐震安全性評価 

 

5.1 評価方針 

 安全上重要な建物・構築物の耐震安全性評価は，基準地震動 Ss に

対する施設の安全機能を保持する観点から実施する。 

 耐震安全上重要な機器・配管系（以下，「S クラスに相当する設備・

機器」という。）を内包している建物・構築物としては，原子炉建屋

および生体遮へい体がある。これらの内，原子炉建屋に対しては「生

体遮へい体等の支持機能」及び「生体遮へい体等への波及的影響の

防止機能」の保持等が地震時に要求される。一方，生体遮へい体に

対しては「炉心の冠水維持機能」，「炉心の保護機能」，「放射線の遮

へい機能」の保持が地震時に要求される。従って，建物・構築物の

耐震安全性評価は原子炉建屋及び生体遮へい体を対象とする。一方、

原子炉建屋に隣接する原子炉棟には使用済み燃料プール室プールが

あり、プールは安全上重要な施設として耐震安全性評価結果を行う

が、原子炉棟についてもプールへの波及的影響の観点から検討した。 

 建物・構築物の耐震安全性評価は「新耐震指針に照らした既設発

電用原子炉施設等の耐震安全性の評価及び確認に当たっての基本的

な考え方並びに評価手法及び確認基準について」（平成 18 年 9 月 20

日 原子力安全・保安院）を参考に，原子炉建屋については基準地

震動 Ss を用いた地震応答解析等により耐震安全上重要な機器・配管

系に波及的影響が及ばないこと，生体遮へい体については基準地震

動 Ss によって生じる応力等が評価基準を満足することを確認する。  

 建物・構築物への入力地震動としては，４章の第 4.3.2-1 表に示し

た中央構造線断層帯の断層モデルより評価した解放基盤表面の基準

地震動 Ss-2 に対する、解放基盤以浅の表層地盤の非線形増幅特性を

考慮して得られた建屋基礎底レベル位置 (GL-7.3m)での自由表面上

での地盤応答波形を用いる。本章以降において、入力地震動と建屋

応答解析ケースとの関係を第 5.1-1 表のように定義する。  
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第 5.1-1 表 入力地震動と建屋応答ケースとの対応 

入力地震動成分 表層地盤のモデル 建物応答解析方向 建物応答成分記号 

Ss-2 の NS 成分 等価線形 
X CASE1-X 

Y CASE1-Y 

Ss-2 の EW 成分 時刻歴非線形 
X CASE2-X 

Y CASE2-Y 

Ss-2 の UD 成分 線形 Z CASE3-Z 
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5.2 原子炉建屋の地震応答解析  

5.2.1 原子炉建屋の概要  

原子炉建屋は軒高さ 18.15m（屋根部分を含まず），直径 28m の鉄

筋コンクリート構造の円筒型のシェル構造物である。屋根は鉄筋コ

ンクリート構造の球殻型のシェル構造物である。建屋外周壁の厚さ

は 300mm～ 1000mm，屋根スラブの厚さは 120mm～ 200mm の厚さと

なっている。基礎は地階床を兼ねた厚さ 1,500mm～ 2,400mm のマッ

トスラブであり，１階床面より -5,350mm の位置に地階床面がある。

１階床の中央部に生体遮へい体が据えられ，生体遮へい体は生体遮

へい体支持壁を介して基礎マットスラブにより支持されている。生

体遮へい体の高さは１階床面から 7.3m，重量は約 10,000kN となって

いる。  

原子炉建屋に隣接する原子炉棟の地下部分には使用済み燃料プー

ル室プール等があり，プールの基礎は原子炉建屋基礎と一体化した

構造となっている。原子炉棟の地上構造は伸縮継手によって原子炉

建屋とは構造的に切り離されている。  

原 子 炉 建 屋 の １ 階 平 面 図 と 原 子 炉 建 屋 断 面 図 を そ れ ぞ れ ， 第

5.2.1-1 図及び第 5.2.1-2 図に示す。  
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第 5.2.1-1 図 原子炉建屋及び原子炉棟の１階平面図 

第 5.2.1-2 図 原子炉建屋及び原子炉棟地下部分の断面図 
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5.2.2  原子炉建屋等の地震応答解析モデル  

5.2.2.1 水平方向地震動に対する地震応答解析モデル  

(1) 原子炉建屋の弾塑性解析モデル  

水平方向の地震応答解析モデルは，原子炉建屋基礎と地盤の動的

相互作用を考慮した質点系モデルとする。基礎を１つの質点に集約

し，基礎の並進動と回転動の復元力はスウェイ及びロッキングばね

（以下「地盤ばね」という。）によりモデル化する。上部構造を４つ

の質点系に集約し，応答解析は基礎を含めた直列多質点の等価せん

断型弾塑性地震応答解析モデル（以下「 SR モデル」という。）とし

て実施する。上部構造物の弾性域における減衰定数は 3%とする。原

子炉建屋の水平方向の地震応答解析モデルを第 5.2.2-1 図に示す。  

原子炉建屋は円筒シェル構造であるため弾塑性応答性状を求める

にあたって、円筒壁を等価な正 16 角形の耐震壁 (面外曲げ剛性を無

視 )付ラーメン構造モデルに置換し、せん断耐力式として (社)日本建築

学会「建築耐震設計における保有耐力と変形性能(1990)」1 )を適用する。こ

のモデルに基づいて、原子炉建屋の各階の復元力特性が X 方向（NS

方向）、Y 方向（EW 方向）それぞれについて静的弾塑性立体解析モ

デルによる荷重増分解析結果から求める（日建設計所有の３次元立

体解析プログラム「BUILDING 3D」を使用）。各層の Q-δ 曲線（層せ

ん断力 -層間変形曲線）を，トリリニア型の骨格曲線に近似置換して

与 え る 。 な お 、 履 歴 法 則 は ， 原 子 力 発 電 所 耐 震 設 計 技 術 指 針

JEAG4601-19912 ) （以下、技術指針という）に基づき、最大点指向

型の復元力特性とし、骨格曲線の設定において、荷重増分解析の接

線剛性が初期剛性の 85%に至る履歴曲線上の点 (Q1,δ 1)を第一折れ点

とし、予備地震応答解析により想定した最大応答に至る同点 (Q3,δ 3)

の接線剛性を第３勾配とする。第２折れ点は荷重増分解析の履歴曲

線と骨格曲線が原点 (0,0)～点 (Q3,δ 3)の定義域において履歴消費エ

ネルギーが等価となるように決める。なお、後述する今回の入力地

震動による最大応答値に至る履歴消費エネルギーにおいて、荷重増

分解析による履歴曲線と骨格曲線とでは差が小さかったので、第３

勾配として予備地震応答解析の値を用いる。  

減衰は、上部構造については歪エネルギー比例減衰（減衰定数 3%）

をモードに関係なく一定としており、モード依存型減衰定数に比べ

て諸応答値が大きくなることを確認している。原子炉建屋の水平方
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向地震応答解析モデルの諸定数の値を第 5.2.2-1 表に示す。  

 地盤ばねは Lysmer 他 3 )による，地盤 -建物動的相互作用解析系 )に

基づいて基礎の根入れ効果を考慮するため，容積法を用いた動的サ

ブストラクチュアー法 4 ) ,5 )により精算した複素地盤ばねの実数部と

虚数部から技術指針 2 )に基づき求める。指針によれば，地盤ばねの

剛性は振動数ゼロの静的状態における実数部の値となり，減衰係数

は SR モデルの１次固有振動数に対する虚数部の値と原点を結んだ

直線の勾配となる。等価減衰定数はこれら地盤ばねの実数部と虚数

部の値から求める。原子炉建屋の地震応答解析に用いる地盤ばねの

設定を第 5.2.2-2 図に示し，各値を第 5.2.2-2 表に示す。地盤ばね

は、第 4.2.2-4 表に示す地盤パラメターに基づいて設定する。  

 

(2) 原子炉建屋外周壁の弾性曲げ変形検討用モデル  

 円筒壁の面外曲げ変形および軸力による応力検討は第 5.2.2-3 図に

示す弾性有限要素 (FEM)モデル（解析プログラム「midas Gen」を使

用）を用いて実施する。壁に曲率は設けずに平板を (1)と同様、16 角

形に置換する。壁要素に生じる２方向 (水平方向の断面と鉛直方向断

面 )の曲げモーメント－軸力の評価は、それぞれの検討事項に応じて

動的解析と静的解析を使い分ける。いずれも、基礎底版で固定境界

を設ける。動的解析時の固定境界に与える入力地震動として、 (1)の

質点系モデルにおける B1F 階の質点の応答波形を用いる。静的解析

時の外力として、 (1)の質点モデル系の各質点に作用する最大応答水

平力を算定し、同等の層レベルの FEM モデル各節点に各 FEM 要素

の質量分布を考慮して分布させる。  

 

(3) 原子炉建屋屋根版の弾性解析モデル  

屋根版の水平方向地震応答解析モデルは，球殻型の屋根部分を円

周方向と法線方向をそれぞれ均等に分割した FEM モデル（解析プロ

グラム「midas Gen」を使用）とし，周辺を固定境界条件とする。地

震応答解析は，モード重ね合わせ法に基づく線形時刻歴応答解析と

して行う。減衰は，歪エネルギー比例減衰（減衰定数 3%）とする。

屋根版の水平方向地震応答解析モデルを第 5.2.2-4 図に示し，屋根版

の固定荷重と積載荷重を第 5.2.2-3 表に示す。  
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(4) 原子炉棟の弾塑性解析モデル  

プールを覆う原子炉棟の応答解析は，基礎固定による３質点の等

価せん断弾塑性地震応答解析モデル（日建設計所有の３次元立体解

析プログラム「BUILDING 3D」を使用）として実施する。復元力特性

はトリリニア原点指向型、減衰は剛性比例型（減衰乗数 3％）とした。原子炉

建屋と原子炉棟が地上部において伸縮継手によって分離されている

ので振動の連成効果は無視する。一方、プール側壁を含む原子炉棟

の一部基礎部分（第 5.2.1-1 図の破線部分）が原子炉建屋基礎と一体と

なっているため、原子炉棟からの地震力の一部を原子炉建屋基礎へ

の付加荷重として考慮する。付加荷重としては地震応答解析から得

られた１階床レベルのせん断力（ベースシェア）に原子炉棟全体の

建築面積に対する上記の基礎一体化部分の面積の比率を乗じること

により求める。原子炉棟の地震応答解析モデルを第 5.2.2-5 図に示す。 
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第 5.2.2-1 図 原子炉建屋の水平方向地震応答解析のモデル化 

階 重量 階高 K 1 Q 1 K 2 Q 2 K 3 K 1 Q 1 K 2 Q 2 K 3

(kN) (m) (kN/cm) (kN) (kN/cm) (kN) (kN/cm) (kN/cm) (kN) (kN/cm) (kN) (kN/cm)
R 5,840

3.900 132,060 4,462 87,933 8,388 53,338 137,460 5,730 87,098 9,113 72,591
3 5,046

6.600 70,889 7,282 42,772 13,492 16,431 81,843 8,679 48,468 13,321 47,869
2 6,239

7.550 56,126 6,973 32,296 17,666 9,899 87,352 8,017 35,954 17,882 26,451
1 57,043

5.350 528,770 33,694 298,115 57,967 111,042 838,420 63,204 301,029 87,857 212,100
B1 99,335

X方向 Y方向

回転慣性(kN・m2) 8,033,930 8,033,930

第 5.2.2-1 表 原子炉建屋の水平方向地震応答解析モデルの諸定数の値 
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第 5.2.2-2 図 動的ｻﾌﾞｽﾄﾗｸﾁｬ法を用いた地盤ばねの剛性及び減衰係数の 

 精算値と地震応答解析モデルで用いる地盤ばねの剛性及び減衰係数の値 

水平地盤ばね 

回転地盤ばね 

第 5.2.2-2 表 SR モデルの地盤ばねの定数 

3.918
4.001

1.321E+07
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]
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KH =

CH

3.918
4.001

2.760E+09

1.512E+09
1.544E+09

0.0E+00

5.0E+08

1.0E+09

1.5E+09

2.0E+09

2.5E+09

3.0E+09

3.5E+09

4.0E+09

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

振動数 [Hz]

回
転

地
盤

ば
ね

 [
kN

･m
/
ra

d]

実部　　　
虚部　　　
固有振動数(X)
固有振動数(Y)

CR

KR =

水平地盤ばね定数
KH (kN/m)

水平地盤減衰定数 6.22E+05 6.21E+05
CH (kN・s/m) (42%) (42%)

回転地盤ばね定数
KR (kN・m/rad)

回転地盤減衰定数 6.14E+07 6.14E+07
CR (kN・m・s/rad) (25%) (25%)

X方向 Y方向CASE-H1

2.76E+09 2.76E+09

1.32E+07 1.32E+07
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境界条件：周辺固定 

X 

Y 

Z 

全体座標系 

第 5.2.2-4 図 原子炉建屋屋根版の水平方向地震応答解析モデル 

第 5.2.2-3 図 原子炉建屋の動的弾性解析用 FEM モデル 

        (基礎底版で固定条件となっている) 
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床用 架構用 地震用

コンクリートスラブ ｔ＝ 130 3,120 D.L. 6,020 6,020 6,020

仕上げ 2,900 L.L. 900 650 300

TOTAL 6,020 T.L. 6,920 6,670 6,320

　ここで、屋根版のコンクリートスラブ厚は端部(幅約2.8m)200mm、中央部120mmと厚
さが異なっているが、ここでは一律平均値(厚さ130mm)を用いている。

固定荷重(N/m2) 固定+積載荷重(N/m2)

材料

第 5.2.2-3 表 水平方向地震応答解析モデル用の屋根版の固定荷重

 2
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第 5.2.2-5 図 原子炉棟の水平方向地震応答解析のモデル化  

   (断面図は一部のみを示しており、モデル化は原子炉棟全体 

 として行っている） 
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5.2.2.2 鉛直方向地震動に対する地震応答解析モデル  

鉛直方向の地震応答解析は、原子炉建屋基礎と地盤の動的相互作

用を考慮した鉛直地盤ばねに原子炉建屋の建屋外周壁，床スラブ及

び屋根版を一体とする FEM モデルにより行う。 1 階床スラブ，地下

1 階底版及び屋根版は，円周方向と半径方向をそれぞれ均等に要素分

割し，建屋外周壁は，円周方向を均等に，高さ方向を各階床レベル

に合わせて，それぞれ要素分割する。地震応答解析は，モード重ね

合わせ法に基づく線形時刻歴応答解析として行う。原子炉建屋の鉛

直方向の地震応答解析モデルを第 5.2.2-6 図に示す。  

 地盤ばねは，前節「 5.2.2.1 (1)」と同様に技術指針 2 )に基づき求める。

ただし，地盤ばねは鉛直方向にのみ自由度を持ち，減衰係数は鉛直

の１次固有振動数における値を用いる。地盤ばねの算定の際に用い

た地盤定数としても，前述「 5.2.2.1 (1)」と同じ値を用いる。減衰は

歪エネルギー比例減衰として与える。上部構造の減衰定数は 3%とす

る。  

鉛直方向の地盤ばねの剛性及び減衰係数の精算値と地震応答解析

モデルで用いる地盤ばねの剛性及び減衰係数の近似値の設定を第

5.2.2-7 図に示し，各値を第 5.2.2-4 表に示す。鉛直方向地震応答解

析モデル用の建屋外周壁，床スラブ及び屋根版の各部材の固定荷重

と積載荷重を第 5.2.2-5 表に示す。  
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鉛直方向地盤ばね
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Y 

Z 

全体座標系 

シェル要素の 

分割境界線 

第 5.2.2-6 図 原子炉建屋の鉛直方向地震応答解析のモデル 

第 5.2.2-7 図 鉛直方向の地盤ばねの剛性及び減衰係数の精算値と 

 地震応答解析モデルで用いる地盤ばねの剛性及び減衰係数の 

 近似値 
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第 5.2.2-5 表 鉛直方向地震応答解析モデル用の部材の固定荷重と積載荷重

第 5.2.2-4 表 鉛直方向の地盤ばねの定数 

 

2.463E+07

1.065E+06
(50%)

上下地盤ばね定数
Kv(kN/m)

上下地盤減衰定数
Cv(kN・s/m)

Case
CASE-V1Z方向

床用 架構用 地震用

コンクリートスラブ ｔ＝ 130 3,120 D.L. 6,020 6,020 6,020

仕上げ 2,900 L.L. 900 650 300

TOTAL 6,020 T.L. 6,920 6,670 6,320

クレーン荷重 6,000 KN

コンクリートスラブ ｔ＝ 150 3,600 D.L. 3,600 3,600 3,600

仕上げ 0 L.L. 2,900 1,800 1,300

TOTAL 3,600 T.L. 6,500 5,400 4,900

コンクリートスラブ ｔ＝ 1,350 32,400 D.L. 37,300 37,300 37,300

仕上げ 4,900 L.L. 25,500 25,500 25,500

TOTAL 37,300 T.L. 62,800 62,800 62,800

コンクリートスラブ ｔ＝ 900 21,600 D.L. 26,500 26,500 26,500

仕上げ 4,900 L.L. 25,500 25,500 25,500

TOTAL 26,500 T.L. 52,000 52,000 52,000

炉体荷重 10,000 KN

コンクリートスラブ ｔ＝ 2,400 57,600 D.L. 65,600 65,600 65,600

仕上げ 8,000 L.L. 68,600 68,600 68,600

TOTAL 65,600 T.L. 134,200 134,200 134,200

コンクリートスラブ ｔ＝ 1,500 36,000 D.L. 44,000 44,000 44,000

仕上げ 8,000 L.L. 68,600 68,600 68,600

TOTAL 44,000 T.L. 112,600 112,600 112,600

　ここで、屋根版のコンクリートスラブ厚は端部(幅約2.8m)200mm、中央部120mmと厚さが異なってい
るが、ここでは一律平均値(厚さ130mm)を用いている。

B1Fa

B1Fb

1Fa

1Fb

1F 中心付近の節点に
付加する

RF

3F
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2F

材料

固定荷重(N/m
2
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2
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外周壁の各節点に
付加する
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5.2.3 原子炉建屋の地震応答解析結果  

5.2.3.1 水平方向地震動に対する地震応答解析結果  

(1) 原子炉建屋の応答解析結果  

 原子炉建屋の水平方向地震応答解析においては、第 5.1-1 表に示し

たように、2 種類の入力地震動に対して、建屋の非対称性を考慮した

2 方向（X 及び Y 方向）入力を考え、合成 4 ケースの評価を行った。

また、安全性の評価については、これらケースの応答の中から最も

大きい値に対して行う。  

原子炉建屋質点系モデルの固有周期を第 5.2.3-1 表に示す。なお，

固有周期は SR モデルに加えて，基礎固定時のモデルによる値も参考

のため併記した。SR モデルの刺激関数を第 5.2.3-1 図に示す。  

地震応答解析による最大応答値の一覧表を第 5.2.3-2 表に示し，最

大応答値の建物高さ方向の分布形を第 5.2.3-2 図～第 5.2.3-8 図に示

す。結果として、X 及び Y 方向の応答は、両方向とも表層地盤のモ

デル化として時刻歴非線形 (CASE2)を用いた結果の方が等価線形

(CASE1)を用いた結果より大きくなっている。  
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 モデル 方向

X 0.139 (7.205) 0.064 0.043 0.026
Y 0.117 (8.524) 0.052 0.038 0.025
X 0.255 (3.918) 0.156 0.087 0.049
Y 0.250 (4.001) 0.149 0.078 0.041

3次 (s)
T3

4次 (s)
T4

SRモデル

基礎固定モデル

1次 (s)
T1

2次 (s)
T2

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5.2.3-1 表 原子炉建屋の水平方向地震応答解析モデルの固有周期 

（ ）内は固有振動数（Hz）

第 5.2.3-1 図 水平方向地震応答解析モデルの刺激関数（SR モデル）

X 方向 Y 方向

B1FL

1FL

2FL

3FL

RFL

-3 -2 -1 0 1 2 3

刺激関数βu

層

1次
T=0.255

2次
T=0.156

3次
T=0.087

4次
T=0.049

5次
T=0.043

1次
T=0.25

2次
T=0.149

3次
T=0.078

4次
T=0.041

5次
T=0.036

B1FL

1FL

2FL

3FL

RFL

-3 -2 -1 0 1 2 3

刺激関数βu

層
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第 5.2.3-2 表 原子炉建屋の水平方向地震応答解析モデルの最大応答値 

地震波 位置 CASE2-X CASE2-Y CASE1-X CASE1-Y

階 X方向 Y方向 X方向 Y方向

RFL 1459 1268 1416 1230
3FL 1437 1186 1353 1119
2FL 1290 1171 1235 908
1FL 983 921 728 718

B1FL 887 864 592 629

階 X方向 Y方向 X方向 Y方向

RFL 2.75 1.55 1.78 1.11
3FL 2.68 1.50 1.72 1.06
2FL 2.33 1.35 1.49 0.90
1FL 1.41 1.15 0.78 0.66

B1FL 1.13 1.07 0.61 0.61

階 X方向 Y方向 X方向 Y方向

3F 0.08 0.06 0.08 0.06
2F 0.37 0.19 0.31 0.18
1F 1.02 0.32 0.75 0.28

B1F 0.34 0.10 0.18 0.07

階 X方向 Y方向 X方向 Y方向

3F 1/4678 1/6351 1/5047 1/6549
2F 1/1768 1/3520 1/2115 1/3595
1F 1/738 1/2371 1/1010 1/2696

B1F 1/1572 1/5549 1/2908 1/7579

階 X方向 Y方向 X方向 Y方向

3F 8,651 7,518 8,286 7,350
2F 15,550 13,234 14,543 13,017
1F 23,272 19,950 20,553 18,373

B1F 79,635 73,241 62,276 59,182

階 X方向 Y方向 X方向 Y方向

3F 1.48 1.29 1.42 1.26
2F 1.43 1.22 1.34 1.20
1F 1.36 1.17 1.20 1.07

B1F 1.07 0.99 0.84 0.80

階 X方向 Y方向 X方向 Y方向

3FL 33,738 29,319 32,314 28,663
2FL 136,340 116,450 126,940 114,490
1FL 311,870 262,770 280,330 253,180

B1FL 731,720 654,340 595,320 550,880
基礎底 835,246 749,553 676,279 627,817

転倒モー
メント

[kN･m]

最大変位
[cm]

は最大応答値を示す

最大応答
加速度
[cm/s2]

層間変位
[cm]

層間変形
角[rad]

層せん断
力[kN]

層せん断
力係数



5－18 
 

 

 

 

 

 

 

第 5.2.3-2 図 原子炉建屋の水平方向地震応答解析による最大加速度の分布
       (朱書の値はすべてのケースにおける最大値) 

第 5.2.3-3 図 原子炉建屋の水平方向地震応答解析による最大変位
    の分布(朱書の値はすべてのケースにおける最大値) 

RFL

3FL
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B1FL

基礎底 1,459.1 
0 500 1,000 1,500 2,000 
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3FL

2FL

1FL
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0 500 1,000 1,500 2,000 

最大絶対加速度 (cm/s2)
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B1FL

基礎底
1.551.07 

0 0.5 1 1.5 2 2.5

最大変位 (cm)

RFL

3FL

2FL

1FL

B1FL

基礎底
2.751.13 

0 0.5 1 1.5 2 2.5 3

最大変位 (cm)

#REF! C011-CASE011_N
#REF!
CASE1-X YUSA_SS2_EW波CASE2-Y YUSA_SS2_EW波形CASE2-X #REF! C011-CASE011_NS

#REF!
CASE1-XCASE2-YCASE1-Y

#REF! C011-CASE011_N
#REF!
CASE1-X YUSA_SS2_EW波CASE2-Y YUSA_SS2_EW波形CASE2-X #REF! C011-CASE011_NS

#REF!
CASE1-XCASE2-YCASE1-Y
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第 5.2.3-4 図 原子炉建屋の水平方向地震応答解析による最大層間変位の分布
       (朱書きの値はすべてのケースにおける最大値) 

RFL

3FL

2FL

1FL

B1FL

基礎底 1.02 0.34 
0 0.2 0.4 0.6 0.8 1 1.2

最大層間変位 (cm)
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1FL

B1FL

基礎底 0.32 0.10 
0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

最大層間変位 (cm)

RFL

3FL

2FL

1FL

B1FL

基礎底

1/2000 1/1000 1/666 1/500
基礎底 1/738

最大層間変形角 (rad)

RFL

3FL

2FL

1FL

B1FL

基礎底

1/2000 1/1000 1/666 1/500
基礎底 1/2371

最大層間変形角 (rad)

第 5.2.3-5 図 原子炉建屋の水平方向地震応答解析による最大層間変形角の分布
       (朱書きの値はすべてのケースにおける最大値) 

#REF! C011-CASE011_N
#REF!
CASE1-X YUSA_SS2_EW波CASE2-Y YUSA_SS2_EW波形CASE2-X #REF! C011-CASE011_NS

#REF!
CASE1-XCASE2-YCASE1-Y

#REF! C011-CASE011_N
#REF!
CASE1-X YUSA_SS2_EW波CASE2-Y YUSA_SS2_EW波形CASE2-X #REF! C011-CASE011_NS

#REF!
CASE1-XCASE2-YCASE1-Y
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第 5.2.3-6 図 原子炉建屋の水平方向地震応答解析による最大層せん断力の分布

第 5.2.3-7 図 原子炉建屋の水平方向地震応答解析による最大層せん断力 

      係数の分布 
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RFL

3FL

2FL

1FL

B1FL

基礎底基礎底 835,246 
0 200,000 400,000 600,000 800,000 1,000,000 

最大転倒モーメント (kN・m)

RFL

3FL

2FL

1FL

B1FL

基礎底基礎底 749,553 
0 200,000 400,000 600,000 800,000 1,000,000 

最大転倒モーメント (kN・m)

第 5.2.3-8 図 原子炉建屋の水平方向地震応答解析による最大転倒 
  モーメントの分布 
       (朱書きの値はすべてのケースにおける最大値) 

#REF! C011-CASE011_N
#REF!
CASE1-X YUSA_SS2_EW波CASE2-Y YUSA_SS2_EW波形CASE2-X #REF! C011-CASE011_NS

#REF!
CASE1-XCASE2-YCASE1-Y
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(2) 原子炉建屋屋根版の地震応答解析結果  

 原子炉建屋屋根版の水平方向地震応答解析モデルに対する水平方

向の入力地震動は前節「 5.2.3.1」において得られた，屋上階 (RF)の

床応答絶対加速度波形を用いる。屋上階の床応答波形は計４波得ら

れているが，これらの内，加速度 (絶対値 )が最大となる CASE2-X の

波形を選ぶ。入力波形を第 5.2.3-9 図に示す。原子炉建屋屋根版の水

平方向地震応答解析モデルの固有周期を第 5.2.3-3 表に，主要な固有

モードを第 5.2.3-10 図に示す。  

 屋根版の曲率が小さく周縁部を固定境界としてモデル化している

ため、各節点間の水平方向の相対変位差が非常に小さく、屋根版の

水平方向地震応答解析による水平方向の変位については剛体的であ

った。鉛直方向の最大加速度の分布を第 5.2.3-11 図に示し，最大曲

げモーメント及び最大軸力の分布を第 5.2.3-12 図～第 5.2.3-14 図に

示す。図中の各要素に示す値は，各要素内に生じる断面力の最大値

を表わす。なお，最大曲げモーメント及び最大軸力の分布は屋根版

に対して法線方向と円周方向の２成分に対して示す。最大曲げモー

メント及び最大軸力が比較的大きくなる屋根版中央部付近のモデル

節点番号とその位置を第 5.2.3-15 図に示し，各節点の断面力の最大

値を第 5.2.3-4 表に示す。  

 

  



5－23 
 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

第 5.2.3-9 図 原子炉建屋屋根版の水平方向地震応答解析用の入力地震動   

             (CASE2-X) 

 1次 2次 3次 4次 5次 6次 7次 8次 9次 10次
T1(s) T2(s) T3(s) T4(s) T5(s) T6(s) T7(s) T8(s) T9(s) T10(s)
0.086 0.084 0.083 0.083 0.083 0.083 0.082 0.082 0.082 0.082
11次 12次 13次 14次 15次 16次 17次 18次 19次 20次

T11(s) T12(s) T13(s) T14(s) T15(s) T16(s) T17(s) T18(s) T19(s) T20(s)
0.082 0.081 0.081 0.080 0.080 0.079 0.079 0.078 0.078 0.077

第 5.2.3-3 表 原子炉建屋屋根版の水平方向地震応答解析モデルの固有周期 

1次モードT1＝0.086秒 2次モードT2＝0.084秒

3次モードT3＝0.083秒 5次モードT5＝0.083秒

第 5.2.3-10 図 原子炉建屋屋根版の主要な固有モード 
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第 5.2.3-11 図 原子炉建屋屋根版の鉛直方向の最大絶対加速度の分布  
  (節点での値を示す)

 

X 

Y 

Z 
入力地震動の方向 

単位：cm/s2
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第 5.2.3-12 図 原子炉建屋屋根版の最大曲げモーメントの分布 
  (図中の値は各要素に属する節点の値の内，最大値を示す) 

法線方向 単位：kNm／m

法線方向 

最大値 を示す

円周方向 単位：kNm／m

円周方向 
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第 5.2.3-13 図 原子炉建屋屋根版の最大軸力（圧縮力）の分布 
   (図中の値は各要素に属する節点の値の内，最大値を示す) 

法線方向 単位：kN／m

法線方向 

円周方向 単位：kN／m 

円周方向 
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第 5.2.3-14 図 原子炉建屋屋根版の最大軸力（引張力）の分布 
 (図中の値は各要素に属する節点の値の内，最大値を示す) 

法線方向 単位：kN／m 

法線方向 

円周方向 単位：kN／m 

円周方向 
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 法線方向 

 円周方向 

第 5.2.3-15 図 原子炉建屋屋根版の要素番号と節点番号 

第 5.2.3-4 表 主要な節点での最大断面力の値 

円周方向 法線方向 円周方向 法線方向 円周方向 法線方向 円周方向 法線方向
要素 節点 Fxx (kN/m) Fyy (kN/m) Mxx (kN*m/m) Myy (kN*m/m) Fxx (kN/m) Fyy (kN/m) Mxx (kN*m/m) Myy (kN*m/m)

467 1306 33.72 11.04 0.44 1.03 -37.36 -12.24 -0.49 -1.14
467 1307 33.72 11.04 0.51 1.09 -37.36 -12.24 -0.57 -1.21
467 1305 33.72 11.04 0.54 0.49 -37.36 -12.24 -0.48 -0.45
468 1307 39.42 17.22 0.57 1.11 -43.62 -19.05 -0.63 -1.23
468 1306 39.42 12.64 0.51 1.07 -43.62 -13.99 -0.56 -1.19
468 1311 0.61 13.78 0.38 0.48 -0.45 -15.25 -0.42 -0.53
468 1310 0.61 16.08 0.47 0.47 -0.45 -17.79 -0.52 -0.52
469 1310 5.09 3.80 0.45 0.42 -4.39 -4.13 -0.50 -0.47
469 1311 5.09 3.07 0.40 0.42 -4.39 -3.34 -0.44 -0.47
469 1315 73.50 3.19 0.25 1.39 -66.14 -3.47 -0.23 -1.25
469 1314 73.50 3.68 0.29 1.52 -66.14 -4.00 -0.26 -1.37
470 1314 69.77 11.38 0.32 1.36 -62.79 -10.20 -0.29 -1.23
470 1315 69.77 9.17 0.31 1.26 -62.79 -8.22 -0.28 -1.14
470 1319 17.92 9.44 0.14 0.01 -16.24 -8.46 -0.12 -0.01
470 1318 17.92 11.11 0.16 0.04 -16.24 -9.96 -0.15 -0.05
471 1318 18.18 10.83 0.14 0.01 -16.47 -9.73 -0.13 -0.02
471 1319 18.18 8.37 0.12 0.00 -16.47 -7.53 -0.11 0.00
471 1323 22.65 8.61 0.15 0.78 -25.21 -7.74 -0.17 -0.87
471 1322 22.65 10.59 0.16 0.84 -25.21 -9.52 -0.18 -0.93
472 1322 21.70 4.94 0.18 0.78 -24.16 -4.45 -0.20 -0.87
472 1323 21.70 3.14 0.17 0.72 -24.16 -2.83 -0.19 -0.80
472 794 1.47 3.28 0.13 0.76 -1.32 -2.95 -0.12 -0.68
472 793 1.47 4.80 0.15 0.83 -1.32 -4.32 -0.13 -0.75

軸力（正：引張） 曲げモーメント（正：下端引張） 軸力（負：圧縮） 曲げモーメント（負：上端引張）
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5.2.3.2 鉛直方向地震動に対する地震応答解析結果  

 原子炉建屋の鉛直方向地震応答解析 (CASE3-Z)は、基準地震動

Ss-2 の鉛直成分に対する原子炉建屋底面レベル (GL.-7.3m)での P 波

一次元重複反射理論による応答波を用いる。鉛直方向の基礎 -地盤ば

ねは地盤の時刻歴非線形地震応答解析 (CASE2)と同様の地盤モデル

を用いて求める。原子炉建屋の鉛直方向地震応答解析モデルの固有

周期を第 5.2.3-5 表に，主要な固有モードを第 5.2.3-16 図に示す。  

 原子炉建屋の鉛直方向地震応答解析に対する建屋１階床と屋根版

の最大絶対応答加速度の値を第 5.2.3-17 図に示す。  

 原子炉建屋の鉛直方向地震応答解析による安全性の評価は主とし

て屋根版を対象とするので，屋根版に生じる断面力の最大値の分布

を示す。屋根版の最大曲げモーメントの分布を第 5.2.3-18 図，最大

圧縮軸力の分布を第 5.2.3-19 図，最大引張軸力の分布を第 5.2.3-20

図にそれぞれ法線方向と円周方向の２成分に対して示す。最大曲げ

モーメント及び最大軸力が比較的大きくなる屋根版中央部付近の断

面力の最大値を第 5.2.3-6 表に示す。なお、この表の節点番号の位置

は前掲の第 5.2.3-15 図に対応している。 

 屋根版に作用する短期荷重は地震応答解析による水平及び鉛直の

２方向入力地震動による荷重に長期荷重が加わったものとなるので，

長期荷重による屋根版に作用する断面力も計算する。長期荷重によ

る屋根版の曲げモーメント分布を第 5.2.3-21 図に示し，軸力分布を

第 5.2.3-22 図に示す。これら断面力が比較的大きくなる主な節点の

最大断面力を第 5.2.3-7 表に示す。   
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1次モードT1＝0.1597秒

2次モードT2＝0.1115

3次モードT3＝0.0994

第5.2.3-16図 原子炉建屋の鉛直方向地震応答解析モデルの主要な固有モード

第 5.2.3-5 表 原子炉建屋の鉛直方向地震応答解析モデルの固有周期(秒) 

1次 2次 3次 4次

0.1597 0.1115 0.0994 0.0985
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第 5.2.3-17 図 屋根版と１階床の鉛直方向の最大絶対加速度応答値の分布 
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第 5.2.3-18 図 原子炉建屋屋根版の最大曲げモーメントの分布  
     (図中の値は各要素に属する節点の値の内，最大値を示す) 
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第 5.2.3-19 図 原子炉建屋屋根版の圧縮力の分布
     (図中の値は各要素に属する節点の値の内，最大値を示す)
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第 5.2.3-20 図 原子炉建屋屋根版の引張力の分布
  (図中の値は各要素に属する節点の値の内，最大値を示す) 
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円周方向 法線方向 円周方向 法線方向 円周方向 法線方向 円周方向 法線方向
要素 節点 Fxx (kN/m) Fyy (kN/m) Mxx (kN*m/m) Myy (kN*m/m) Fxx (kN/m) Fyy (kN/m) Mxx (kN*m/m) Myy (kN*m/m)

467 1306 75.88 85.39 0.09 0.42 -74.70 -83.08 -0.11 -0.42
467 1307 75.88 85.39 0.09 0.42 -74.70 -83.08 -0.11 -0.42
467 1305 75.88 85.39 0.95 0.94 -74.70 -83.08 -0.86 -0.86
468 1307 69.11 75.52 0.23 0.26 -68.94 -74.45 -0.22 -0.25
468 1306 69.11 75.59 0.23 0.26 -68.94 -74.35 -0.22 -0.25
468 1311 52.28 75.57 0.03 0.30 -54.22 -74.38 -0.03 -0.29
468 1310 52.28 75.54 0.03 0.30 -54.22 -74.42 -0.03 -0.29
469 1310 53.35 69.77 0.03 0.27 -55.02 -69.44 -0.03 -0.26
469 1311 53.35 69.90 0.03 0.26 -55.02 -69.31 -0.02 -0.26
469 1315 63.37 69.88 0.16 0.46 -62.21 -69.33 -0.16 -0.47
469 1314 63.37 69.79 0.16 0.46 -62.21 -69.42 -0.17 -0.47
470 1314 64.66 71.32 0.17 0.40 -63.60 -70.91 -0.18 -0.40
470 1315 64.66 71.50 0.17 0.40 -63.60 -70.76 -0.18 -0.40
470 1319 93.15 71.48 0.17 0.89 -91.56 -70.78 -0.18 -0.85
470 1318 93.15 71.34 0.17 0.89 -91.56 -70.89 -0.17 -0.84
471 1318 88.61 74.04 0.18 0.88 -87.35 -73.79 -0.18 -0.82
471 1319 88.61 74.23 0.18 0.89 -87.35 -73.66 -0.19 -0.82
471 1323 18.26 74.21 0.79 2.49 -16.01 -73.67 -0.82 -2.66
471 1322 18.26 74.06 0.79 2.48 -16.01 -73.78 -0.82 -2.67
472 1322 20.56 61.02 0.85 2.22 -18.34 -61.60 -0.89 -2.38
472 1323 20.56 61.13 0.85 2.22 -18.34 -61.52 -0.88 -2.38
472 794 186.73 61.13 1.22 6.31 -188.23 -61.53 -1.20 -6.20
472 793 186.73 61.03 1.22 6.31 -188.23 -61.59 -1.20 -6.19

軸力（正：引張） 曲げモーメント（正：下端引張） 軸力（負：圧縮） 曲げモーメント（負：上端引張）

第 5.2.3-6 表 シェル要素節点での最大断面力の値 
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第 5.2.3-21 図 原子炉建屋屋根版の曲げモーメント分布（長期荷重時）
  (図中の値は各要素に属する節点の値の内，最大値を示す)

法線方向 

円周方向 

法線方向 単位：kNm／m 
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第 5.2.3-22 図 原子炉建屋屋根版の軸力分布（長期荷重時）  
(図中の値は各要素に属する節点の値の内，最大値を示す) 

法線方向 

円周方向 

法線方向 単位：kNm／m 

円周方向 単位：kNm／m 
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 円周方向 法線方向 円周方向 法線方向
要素 節点 Fxx (kN/m) Fyy (kN/m) Mxx (kN*m/m) Myy (kN*m/m)

467 1306 -85.90 -92.86 0.10 0.66
467 1307 -85.90 -92.86 0.10 0.66
467 1305 -85.90 -92.86 -0.88 -0.88
468 1307 -83.24 -86.93 -0.08 -0.16
468 1306 -83.24 -86.86 -0.08 -0.16
468 1311 -76.63 -86.88 -0.07 -0.02
468 1310 -76.63 -86.91 -0.07 -0.02
469 1310 -76.77 -85.13 -0.06 0.00
469 1311 -76.77 -85.06 -0.06 0.00
469 1315 -76.19 -85.07 0.12 0.46
469 1314 -76.19 -85.12 0.12 0.46
470 1314 -78.28 -87.57 0.14 0.41
470 1315 -78.28 -87.51 0.14 0.41
470 1319 -107.63 -87.52 0.00 -0.28
470 1318 -107.63 -87.56 0.00 -0.28
471 1318 -103.95 -91.90 0.02 -0.37
471 1319 -103.95 -91.86 0.02 -0.37
471 1323 -18.60 -91.86 -1.14 -4.07
471 1322 -18.60 -91.89 -1.14 -4.07
472 1322 -11.83 -80.50 -1.25 -3.65
472 1323 -11.83 -80.47 -1.25 -3.65
472 794 224.32 -80.48 1.58 8.31
472 793 224.31 -80.50 1.58 8.30

軸力（正：引張） 曲げモーメント（正：下端引張）

第 5.2.3-7 表 シェル要素節点での最大断面力の値（長期荷重時） 
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5.2.3.3 外周壁の曲げ変形に対する地震応答解析結果  

 前出の図 5.2.2-3 の弾性有限要素モデル（基礎固定）において、水

平方向の入力地震動に対して最も影響を受けやすいモードに対する

固有周期は、剛床モデルでは 0.086 秒、非剛床モデルでは 0.097 秒

となっている。一方、質点系モデルでは 0.139 秒（X 方向）となっ

ており、剛性が低く見積もられている。これら上部構造のみのモデ

ルに建屋基礎 -地盤間の相互作用を考慮した場合の固有周期に対する

CASE-2 の入力地震動から求めた応答スペクトル値を各モデル間で

比較すると、質点系モデルによる SR モデルの固有周期に対する応答

値が最も大きくなる。  

 原子炉建屋の質点系モデルにおいて、床面が存在しない２階およ

び３階床にも質点を配置し、剛床仮定の下で荷重増分解析による復

元力特性を設定している。上述の弾性有限要素モデルを用いた非剛

床仮定に基づく地震応答解析による屋根版周縁部 (屋根版と円筒壁と

の接合部 )各節点の応答において、これら節点間の変位差の最大値は

全ての節点 (16 点 )の平均変位の 25%程度となっている。従って、円

筒壁には剛床仮定時に比べて非剛床仮定時には、より大きな面外曲

げモーメントが作用すると考えられる。剛床モデルと非剛床モデル

の違いによって、この付加的な曲げモーメントが円筒壁の鉛直方向

と水平方向に沿って伝わる。ここでは、質点系モデルの地震応答解

析では表現することができない水平方向 (円周方向 )へ伝わる曲げモ

ーメントの割合（鉛直方向に対する）について考察する。  

 剛床仮定と非剛床仮定に基づく FEM モデル (第 5.2.2-3 図)に対する

地震応答解析を実施する。両仮定に対する原子炉建屋モデルの固有

モードにおいて、励起されやすいモードを第 5.2.3-23 図と第 5.2.3-24 図

に示す。CASE2-X に対して 16 角形の壁面要素中、面外曲げモーメ

ントが最大となる板要素(第 5.2.3-25 図)に対して検討を行う。各板要素

の隅角部の４点と中央点について、２方向 (水平 Mxx, 鉛直 Myy)の

曲げモーメントを求め、剛床仮定時と非剛床仮定時における曲げモ

ーメントの差をそれぞれ求める。次にこれらの差の比 (Mxx/Myy)を

求める。1FL, BFL は実際に床面が存在し剛床となっていると考えら

れるため、ここでは板要素 375,373 および 369 の上半分について検討する。 

 結果として、第 5.2.3-8 表に示すように非剛床化によって付加的に生

じ る 曲 げ モ ー メ ン ト の 鉛 直 方 向 伝 播 に 対 す る 水 平 方 向 伝 播 の 比
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(Mxx/Myy)は 1.00 以下の値となっている。従って、剛床化に伴う壁

面外に生じる付加的な曲げモーメントは質点系モデルの復元力特性

に（荷重増分解析モデルとして）反映されている鉛直方向の曲げモ

ーメントの伝播の割合の方が水平方向よりも多くなっている。  

 原子炉建屋円筒壁に生じる鉛直方向に伝播する曲げモーメント

(Myy)と軸力 (Fyy)による検討を行うため、FEM モデル (第 5.2.2-3 図)

の各節点に強制水平力を加える。質点系モデルの地震応答解析結果

から壁のせん断変形は塑性域に達しているが、壁の曲げ変形につい

ては弾性域と仮定して軸力と曲げモーメントを求める。弾性変形と

仮定したことで、弾塑性時より発生応力を大きめに見積もることに

なる。第 5.2.3-26 図に強制力作用時における FEM モデルの各節点

変位を示す。  

 上層階の壁要素 (375,373)の短期荷重時の発生応力は第 5.2.3-9 表

に示すように、軸力が圧縮となっており曲げモーメントも比較的小

さいことから、コンクリートの短期許容圧縮応力度の範囲内となっ

ている。一方、下層階の壁要素 (369,365)の短期荷重時の発生応力は

引張となるため、別途後節において軸力と曲げモーメントとの相関

図を用いて検討する。  
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１次：0.0855秒
有効質量比
DX=46.5%
DY=0.96%
DZ= 0.0%

2次：0.0824秒
有効質量比
DX= 0.7%
DY=36.5%
DZ=0.0%

6次：0.052秒
有効質量比
DX= 0.17%
DY= 1.29%
DZ= 0.0%

12次：0.0484秒
有効質量比
DX=30.5%
DY= 0.5%
DZ= 0.2%

15次：0.0467秒
有効質量比
DX= 9.8%
DY= 0.14% %
DZ= 10.4%

23次：0.0418秒
有効質量比
DX= 0.32%
DY= 46.2%
DZ= 2.2%

１次：0.1136秒
有効質量比
DX=0.0%
DY=0.0%
DZ= 5.4%

2次：0.0973秒
有効質量比
DX=20.1
DY=0.28%
DZ= 0.0%

3次：0.0966秒
有効質量比
DX= 0.18%
DY= 13.2%
DZ= 0.0%

4次：0.0907秒
有効質量比
DX=18.0%
DY= 0.24%
DZ=0.003%

5次：0.0900秒
有効質量比
DX= 0.23%
DY= 16.9%
DZ= 0.0%

64次：0.0598秒
有効質量比
DX=47.7%
DY=0.47%
DZ= 0.0%

91次：0.0491秒
有効質量比
DX= 0.32%
DY= 47.3%
DZ= 0.0%

第 5.2.3-23 図 原子炉建屋 FEM モデルの剛床仮定時における主要固有モード 

第 5.2.3-24 図 原子炉建屋 FEM モデルの非剛床仮定時における 

主要固有モード 
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第 5.2.3-8 表 非剛床モデルと剛床モデルによる曲げモーメントおよびモーメント比 

第 5.2.3-25 図 原子炉建屋 FEM モデルの建屋-屋根一体モデルの主要 

     節点・要素の番号と断面力記号(各壁要素間にはリング状の 

梁要素が存在する)  

節点 Mxx/Myy

中央 0.06
1066 -0.80
1032 -0.65
1026 -0.13
1060 -0.13

中央 -0.08
1060 0.16
1026 0.17
1016 0.13
1050 0.38

中央 -0.56
1050 0.58
1016 -0.01
152 -2.02
171 0.68

中央 -11.33
171 5.71
152 -1.83
456 -1.31
475 8.62

節点 非剛床 剛床 差

中央 0.01 0.06 -0.05
1066 -0.35 0.08 -0.43
1032 -0.33 0.07 -0.4
1026 0.33 0.04 0.29
1060 0.37 0.06 0.31

中央 0.09 0.06 0.03
1060 -0.34 0.07 -0.41
1026 -0.34 0.03 -0.37
1016 0.25 0.11 0.14
1050 0.8 0.01 0.79

中央 -0.14 -0.19 0.05
1050 1.35 -0.01 1.36
1016 0.18 0.19 -0.01
152 0.13 -0.84 0.97
171 -2.19 -0.09 -2.1

中央 -1.43 -1.09 -0.34
171 -14.56 7.37 -21.93
152 -9.94 11.27 -21.21
456 1.66 -12.4 14.06
475 17.1 -10.58 27.68

Mxx
(kN*m/m) (

節点 非剛床 剛床 差

中央 -0.57 0.32 -0.89
1066 0.94 0.4 0.54
1032 0.97 0.35 0.62
1026 -2.1 0.22 -2.32
1060 -2.09 0.3 -2.39

中央 -0.1 0.28 -0.38
1060 -2.14 0.35 -2.49
1026 -2.05 0.16 -2.21
1016 1.67 0.56 1.11
1050 2.12 0.06 2.06

中央 -1.03 -0.94 -0.09
1050 2.27 -0.07 2.34
1016 1.83 0.95 0.88
152 -4.69 -4.21 -0.48
171 -3.52 -0.44 -3.08

中央 -5.39 -5.42 0.03
171 33 36.84 -3.84
152 67.93 56.37 11.56
456 -72.79 -62.02 -10.77
475 -49.68 -52.89 3.21

Myy
(kN*m/m)

 

1032

1026

1016

152

456

1066

1060

1050

171

475

375

373

369

365

X方向

RFL

2FL

3FL

1FL

BFL

Fyy

Fxx

Myy

Mxx

417

加振方向

y 

x 
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要素375

要素373

要素369

要素365

6,899 kN

7,722 kN

56,363 kN

8,651 kN

最大応答せん断力

各節点に作用する水平力の各
層での合力と(   )内は水平震度

(1.48)

(1.43)

(1.36)

(1.07)

要素番号

長期荷重時① 水平荷重時② 短期荷重時①＋②

Fyy(kN/m) Myy(kN*m/m)
Fyy(kN/m)
(引張時)

Myy(kN*m/m) Fyy(kN/m) Myy(kN*m/m)

375 -62.2 8 .1 15.2 0 .4 -47.0 8 .5 

373 -109.7 7 .8 63.6 7 .9 -46.1 15.7 

369 -215.4 10.9 591.8 21 .9 376.4 32.8 

365 -388.6 36.7 1150.7 70 .8 762.1 107.5 

第 5.2.3-9 表 各壁要素における軸力とモーメント 

               (軸力の正は引張力,負は圧縮力)  

第 5.2.3-26 図 強制力による建屋-屋根一体弾性モデルの変形図 
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5.2.3.4 外周壁の地震応答時における応力度の発生状況に関する  

  考察  

 前節の第 5.2.3-25 図に示した円筒外周壁の水平方向地震応答時の

引張及びせん断応力度の発生状況を地震力作用方向と平行な壁要素

（ 417）と直交する壁要素 (365)について考察する。モデルは前節同

様に基礎固定弾性有限要素モデルとし、質点系 SR モデルによる基礎

版の応答波形を入力する。せん断及び引張の許容応力度はコンクリ

ートの設計基準強度 Fc の 15 分の 1 とする。  

 時刻歴応答解析の結果を第 5.2.3-27 図に示し、以下に説明する。

地震力作用方向と平行な壁に生じるせん断応力度とそれと直交する

壁に生じる引張応力度の関係は完全な線形関係ではなく、前節で述

べた局部的な壁の曲げ変形の発生により、僅かなゆらぎが見られる。

両応力度の最大応答値は、ほぼ両許容応力度付近に存在する。なお、

１階壁についても地階壁と同様な時刻歴応答特性（引張とせん断応

力度の関係）を示しているが、両応力度の発生値については地階の

結果よりも小さく、両許容値よりも明瞭に小さくなっている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5.2.3-27 図 弾性有限要素モデルによる地震力作用方向と平行な  

  壁要素 (第 5.2.3-25 図の要素番号 417)と直交する壁要素 (同 365) 

  の垂直応力度とせん断応力度の時刻歴応答（壁要素断面の縁での  

  応力度を示す）  

せん断応力度τ xy（ 壁要素 417）

-1.5 -1.0 -0.5 0.0 0.5 1.0 1.5

垂
直

応
力

度
σ

yy
（

壁
要

素
 3

6
5)

-1.5

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

1.5

Fc/15

- Fc/15 Fc/15

(N/mm2)

(N
/m

m
2

)
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5.3 生体遮へい体の地震時応力解析 

5.3.1 生体遮へい体のモデル  

 原子炉建屋質点系モデルによる地震応答解析の結果、原子炉建屋

１階床レベルの応答加速度（絶対値）の最大値は水平方向 (CASE2-X)

が 983gal、鉛直方向 (CASE3-Z)が 268gal となる。第 5.3.1-1 図に原子

炉建屋１階床レベルの応答波形を示す。 

 生体遮へい体は中空円形断面形の鉄筋コンクリート製構築物であ

る。生体遮へい体は原子炉建屋１階床で固定支持され水平方向の固

有周期は 0.025 秒であり、鉛直方向はそれ以下の値である。従って、

剛体として考え、床応答加速度から水平震度を CH=1.0、鉛直震度を

CV=0.4 に設定する。  

 生体遮へい体の平面及び断面図を第 5.3.1-2 図に示す。 
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input:Ss-2EW ,  response:1F X-direction

sec

0 5 10 15 20 25 30

ga
l

-1000

-500

0

500

1000
max.983gal

水平動

鉛直動

input:Ss-2UD ,  response:1F Z-direction

sec

0 5 10 15 20 25 30

ga
l

-400

-200

0

200

400 max.268gal

第 5.3.1-2 図 生体遮へい体の平面図と立面図 

5.6

1.7

1.8

単位 (m)

0.8

2.0

0.8

7.0

普通
コンクリート

重晶石
コンクリート

A A

B B

C C

D D

1FL

ハッチ部分はスリーブに
よる欠損部分と考える

第 5.3.1-1 図 原子炉建屋１階床レベルの応答波形 
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5.3.2 解析結果  

 生体遮へい体へ水平荷重と鉛直荷重が作用した場合の組み合わせ

応力の最大値は A～D の断面の内、D 断面で生じている。この断面

での断面力は以下となる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

最小圧縮力:N1=(1.0-Cv)×W = 4,440kN 

最大圧縮力:N2=(1.0+Cv)×W =10,360kN 

せん断力:Q=CH×W= 7,400kN 

曲げモーメント:M=(CH×W)×H = 29,230kNm 
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5.4. 使用済み燃料プール室プールの地震時応力解析 

 原子炉棟の一部に設置されている使用済み燃料プール室プールは

周辺をコンクリート壁で囲まれた非常に剛な構築物であるので、剛

体としてモデル化を行い、建屋１階床 (1FL)レベルの応答最大加速度

(第 5.3.1-1図)から水平震度を CH=1.0、鉛直震度を CV=0.4 に設定する。 

 床スラブ、プール側壁、水の各重量による水平荷重を以下に算定

する。  第 5.4.-1 図に使用済み燃料プール室プールの鳥瞰図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

単位幅床重量(幅 1.5m の床重量が壁に地震荷重と

して作用すると考える) 

・スラブ ・・・4320 N/m2 

・仕上げ・・・200 N/m2  

・積載  ・・・2100 N/m2    計 6620 N/m2  

           →6.62kN/m2×1.5m= 9.93kN/m 

単位幅側壁重量  

・壁   ・・・12000 N/m2  

・仕上げ・・・ 1000 N/m2  計 13000 N/m2   

     →13kN/m2×5.25m= 68.25 kN/m 

単位幅プール水重量  

   10kN/m3×5.25m×5.2m/2= 136.5 kN/m 

   

合計:W=9.93+68.25+136.5=214.7kN/m 

→ 水平荷重:P=216.0kN/m 
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3.9

1.5

1.5
5.2

3.0

5.25

プール
壁厚0.5m

(m)

床スラブ0.18m

原子炉建屋
外周壁位置

単位幅1.0 単位幅1.0

第 5.4.-1 図 使用済み燃料プール室プール  
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 以前の節 5.2.2.1(4)で述べたように、使用済み燃料プール室プール

を含む建物（原子炉棟）の地震荷重の一部が基礎を介して隣接原子

炉建屋へ伝わると仮定している。この荷重を原子炉棟の地震応答解

析結果から評価する。一方、この解析結果から原子炉棟自体の耐震

安全性を評価することにより、使用済み燃料プール室プールへの地

震時の波及的影響も後節において確認する。原子炉棟の地震応答解

析モデル（第 5.2.2-5 図）の固有周期は以下となる。 

 X 方向 １次：0.0908 秒， ２次：0.0487 秒， ３次：0.0214 秒 

 Y 方向 １次：0.0912 秒， ２次：0.0544 秒， ３次：0.0225 秒 

静的荷重増分解析における荷重変形曲線、設定した復元力および最

大応答発生値をあわせて第 5.4-2 図および第 5.4-3 図に示す。１階に

生じる最大層せん断力は、X 方向が 32,000kN、Y 方向が 28,000kN

となる。これら値に前述（節 5.2.2.(4)）の面積比率を乗じ、原子炉

建屋基礎へ付加するせん断力を求めると、X 方向が 3,200kN、Y 方

向が 2,800kN となる。  
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第 5.4-2 図 原子炉棟の最大応答値（X 方向） 
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第 5.4-3 図 原子炉棟の最大応答値（Y 方向） 
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5.5  基礎地盤の地震時応力解析 

 地下 1 階の基礎地盤の支持力の検討は外周壁直下部分における基

礎版（フーチング部分）の接地圧により検討する。接地圧は原子炉

建屋の地震応答解析から求めた最大転倒モーメントと等価な力を静

的増分解析モデルに作用させた時の 16 角形に置換した外周壁の各辺

交点の節点反力（第 5.5-11 図）に基づいて以下のように求める。な

お、長期荷重時の節点反力の最大値は 4059kN，地震水平動時の節点

反力の最大値は 10000kN となっている。  

 長期荷重検討用支配面積（A=L×B）に関しては，幅（B）は底版

が外周壁から伝わる鉛直力を直接地盤に伝えられる様に，傾きが 30

度以内となる幅として 2.2m，長さ（L）は分割した節点間隔として

5.5m とした（第 5.5-2 図）。短期荷重検討用支配面積に関しては，幅

（B）は長期と同様に 2.2m とし，長さ（L）は壁があるため第 5.5-2

図に示す範囲が一緒に抵抗すると考え 27.5m としている。  

短期荷重時の接地圧は，長期荷重時節点反力，水平動時節点反力，

および上下動時節点反力を足し合わせて求める。上下動による接地

圧算定用の静的震度（Kv）は生体遮へい体や使用済み燃料プール室

プールの鉛直震度と同じ 0.4 とする。  
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 第 5.5-2 図 基礎底版の検討用支配面積 

B=2.2m

2.3m
節点間隔
L=5.5m（長期検討）

5L=27.5m
（短期検討）

30°

 

3662 (5707) 
-4166  -3609 

3674 (7633) 
-6516   -698 

3621 (5290) 
-1990   -3936 

3405 (5682) 
629  -4601 

3335 (4843) 
708  -3720 

3226 (4623) 
2488  -2369 

3178 (4529) 
5456  -1056 

3105 (4487) 
9096   312 

3087 (4388) 
5993   1990 

4059  (6511) 
-9037    -786 

3946 (6160) 
-4626   3585 

3346 (5183) 
2041   3544 

2486 (3677) 
1206   1877 

2089(3602) 
1341  10000 

2200 (3390)
-2293  633 

2916 (4055) 
665  -26 

2971 (4255) 
571  2480 

VL  (VL) 
U1    U2 

凡例 

X（U1）方向

Y（U2）方向 

(VL)は地下 1 階底版重量を含む反力 

VL ; 長期荷重に対して

外周フーチング部分が
負担する節点反力
(基礎底版の重量を除く)

(VL) ; VLに基礎底版の

重量を加えた反力

U1 ;地震力をX方向に

作用させたときの地震
時節点反力

U2 ;地震力をY方向に

作用させたときの地震
時節点反力

単位kN は最大値を表す

第 5.5-1 図 基礎底版の接地圧 
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5.6 評価基準  

 原子炉建屋の耐震安全性の評価にあたっては，終局（保有）水平耐

力及び終局耐力時の変形能力について確認する。基準地震動 Ss によ

る各層の水平力が当該層の保有水平耐力を超えないこと，さらに各

層のせん断ひずみが評価基準値（ 2.0×10-3）を超えないことを確認

する。なお、最下階の最大層せん断力には原子炉棟からの基礎を介

して伝わる付加せん断力も考慮する。  

 原子炉建屋円筒壁に生じる曲げモーメントと軸力による検討は、

このモデルによる発生応力が壁の軸力と曲げモーメントの短期許容

応力度および終局応力度相関曲線の範囲内に納まっていることで確

認する。  

 原子炉建屋屋根版の耐震安全性の評価にあたっては，長期荷重と

水平動及び上下動による発生応力の最大値を単純和としたときの応

力に対して，先ず球殻のコンクリートのみが応力を負担するものと

仮定し，コンクリートの短期許容応力度を評価基準値とする。次に

この発生応力度がコンクリートの短期許容応力度を超える要素につ

いては，鉄筋の効果も考慮した評価基準を適用する。すなわち，軸

力と曲げモーメントの組み合わせによる発生応力度が軸力と曲げモ

ーメントの短期許容応力度相関曲線の範囲内に納まっていることを

確認する。 

生体遮へい体および使用済み燃料プール室プールについては，基

準地震動 Ss により生じる諸応力度が短期許容応力度を超えないこと

を確認する。さらに。同プールへの地震時の波及的影響を確認する

ため、原子炉棟の耐震安全性の評価も行う。評価にあたっては、基

準地震動 Ss による各層の水平力が当該層の保有水平耐力を超えない

ことにより確認する。  

 原子炉建屋基礎地盤の耐震安全性の評価にあたっては，「地盤の許

容応力度及び基礎ぐいの許容支持力を求めるための地盤調査の方法

並びにその結果に基づき地盤の許容応力度及び基礎ぐいの許容支持

力を定める方法等を定める件（平成 13 年国土交通省告示第 1113 号）

6)」に基づき，短期荷重時の接地圧が地盤の短期許容支持力を超えな

いことを確認する。さらに負の接地圧（引張力）が作用する部分に

ついては，「地震時に対する建築物の基礎の設計指針, 2003(日本建

築センター) 7)」に基づき，根入れ基礎側面摩擦抵抗力の許容値を超
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えないことを確認する。 

原子炉建屋および生体遮へい体を構成するコンクートと鉄筋の短

期許容応力度を第 5.6-1 表に示す。 

 

 

 

 

    コンクリートの終局応力度は上記の短期許容応力度の 1.5 倍とし、  

      鉄筋の終局応力度は短期許容応力度の 1.1 倍とする。  

 

                   

 

 

  

第 5.6-1 表 コンクリートと鉄筋の許容値 

使用材料名等 規格

圧縮 12

引張 1.2

せん断 0.9

圧縮 295

引張 295

圧縮 14

引張 1.4

せん断 1.05

FC180

SSD49

普通（一部重晶石）
コンクリート

FC210

評価基準値(N/mm2)
（短期荷重時或いはそれに準ず

る耐震計算用許容値）

評価施設・設備

建屋

生体遮へい体

普通コンクリート

鉄筋（高張力鋼）
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5.7 評価結果  

5.7.1 原子炉建屋の評価  

 基準地震動に対する原子炉建屋の最大応答層せん断力は，確認保

有水平耐力を下回っている。さらに，建屋壁に生じる最大せん断ひ

ずみは，評価基準値 (2.0×10-3)を下回っている。これら耐力と変形

の結果から，原子炉建屋の耐震安全性は確保できている。第 5.7.1-1

表に原子炉建屋の最大応答層せん断力と確認保有水平耐力との比較

を示す。第 5.7.1-1 図～第 5.7.1-2 図に原子建屋各階の層せん断力と

せん断ひずみの関係を示す。  

 

 

 

 

 

 

  

第 5.7.1-1 表 最大応答層せん断力と確認保有水平耐力  

階

X方向 Y方向

最大応答

層せん断力
Qmax(kN)

確認保有

水平耐力
Qu(kN)

Qu/Qmax
最大応答

層せん断力
Qmax(kN)

確認保有

水平耐力
Qu(kN)

Qu/Qmax

ＲＦ

8,651 > 13,212 ※1 > 1.52 7,518 > 14,711※1 > 1.95
３Ｆ

15,550 22,453 1.44 13,234 25,609 1.94 
２Ｆ

23,272 26,512 1.14 19,950 31,302 1.57 
１Ｆ

82,853 ※2 100,459 1.21 76,041 ※2 81,544 1.07 
Ｂ１Ｆ (79,653+3,200) (73,241+2,800)

※1３階の保有水平耐力については，３階より下層階の壁が先にせん断耐力に達したため，
漸増弾塑性解析の最終ステップの水平力の値を記載している。

※2
原子炉棟(補助建屋)の地震応答解析による原子炉建屋基礎（地下１階部分）への付加せん断力を加算している
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第 5.7.1-1 図 X 方向の層せん断力とせん断ひずみの関係  

第 5.7.1-2 図 Y 方向の層せん断力とせん断ひずみの関係  
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 次に、非剛床モデルの各壁要素に生じる水平方向（円周）方向に

伝わる曲げモーメント(Mxx)と軸力(Fxx)の組み合わせ応力による断

面検討を行った。応力の発生値は、短期許容値以内であることを確

認した。発生応力値と許容値との関係を第 5.7.1-3 図に示す。なお、

軸力と曲げモーメント相関曲線の評価において、壁のみを考慮し、

各階床レベルに存在するリンク状の梁要素は無視している。参考ま

でに、リング梁 Tsc(軸鉄筋 15-D22)による短期許容引張力は 1,712kN

となっており、これらを考慮することで、発生値に対する安全裕度

はより高くなる。 

短期荷重時の発生応力が引張となった下層階の壁要素(369,365)

に対して、鉛直方向に伝わる曲げモーメント(Myy)と軸力(Fyy)の組

み合わせ応力による断面検討を行った。両壁要素の発生応力は何れ

も終局強度値以内であることを確認した。発生応力値と許容値との

関係を第 5.7.1-4 図に示す。 

 以上の結果から、原子炉建屋外周壁への面外曲げモーメントおよ

び軸力による耐震安全性は確保できている。 
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t=300 D13@200
T=400 D13@200

終局耐力

短期許容

終局耐力

短期許容

終局耐力

短期許容

T=600 D13@200

要素375,373 要素369

要素365

D19@150 

第 5.7.1-3 図 壁要素の円周方向に伝わるモーメントと軸力による 

    許容・終局耐力曲線と発生値 
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終局耐力

短期許容

t=400 D13@200

t=600 D19@150

終局耐力

短期許容

1F壁
要素369

BF壁
要素365

壁要素369の短期引張力は376.4kN/mとなっている。
一方、短期許容引張力は375kN/m、終局引張力412kN/mとなっ
ている。曲げモーメントを含めた発生応力（×印）は終局強度曲
線以内となっている。なお参考値として、コンクリートの引張強度
(Fc/15)は480kN(△印)となっている。

×

◇
△

壁要素365の短期引張力は762.1kN/mとなっている。
一方、短期許容引張力は1129kN/m、終局引張力1242kN/mとなっ
ている。曲げモーメントを含めた発生応力（×印）は終局強度曲線
以内となっている。なお参考値として、コンクリートの引張強度
(Fc/15)は720kN(△印)となっている。

△ ×

第 5.7.1-4 図 壁要素の鉛直方向に伝わるモーメントと軸力による 

    許容・終局耐力曲線と発生値 
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5.7.2 原子炉建屋屋根版の評価  

 原子炉建屋屋根版のコンクリートのみが荷重に抵抗すると考えた

場合の短期荷重時に生じる縁応力度は，第 5.7.2-1 図に示す領域１～

５において、発生最大圧縮応力度はコンクリートの短期許容圧縮応

力度以下，発生最大引張応力度は短期許容引張応力度以下となった。

コンクリートのみを考慮した場合の屋根版の断面検討結果を  

第 5.7. 2 -1 表に示す  

 領域６については，屋根版の縁応力度が引張時においてコンクリ

ート短期許容引張応力度を上回ったので，部材断面に作用する引張

応力は全て鉄筋が負担するものとして検討を行った結果，短期許容

応力度以下となった。軸力と曲げモーメントの組み合わせによる発

生応力度と軸力－曲げモーメント短期許容応力度相関曲線との関係

を第 5.7.2-2 図に示す。右側の発生応力値付近の拡大図に基づいて考

察する。法線方向及び円周方向共に、長期荷重時からの応力の増分

は水平方向より鉛直方向の入力地震動に対して大きくなっている。  

 以上の結果から，原子炉建屋屋根版の耐震安全性は確保できてい

る。 
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接線方向 

法線方向 

第 5.7.2-1 図 屋根版の検討部位 
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 網掛け部分は鉄筋も考慮した検討を行う 

 

（領域6 配筋D13@150ダブル 屋根版厚さt=200mm として計算） 

 

 

 

第 5.7.2-1 表 コンクリートのみを考慮した屋根版の断面検討 

第 5.7.2-2 図 屋根版の軸力－曲げモーメント短期許容応力度 

相関曲線と発生応力の関係（領域６,右側は拡大図）  

領域 1-頂部 1-下部 2-上部 2-下部 3-上部 3-下部 4-上部 4-下部 5-上部 5-下部 6-上部 6-下部
スラブ厚 t  (mm) 120 120 120 120 120 120 120 120 200 200 200 200
鉄筋D13@150 シングル シングル シングル シングル シングル シングル シングル シングル ダブル ダブル ダブル ダブル

長期最大軸力 (kN) -94.2 -94.2 -88.3 -88.3 -86.6 -86.6 -89.2 -89.2 -93.7 -93.7 -82.4 -82.4
上下動時最大軸力（圧縮) kN -57.3 -57.3 -51.2 -51.2 -47.6 -47.6 -48.6 -48.6 -50.6 -50.6 -42.1 -42.1
水平動時最大軸力（圧縮）kN -12.2 -12.2 -21.7 -17.9 -4.6 -4.1 -11.8 -11.1 -11.7 -11.0 -6.4 -5.7
短期最大軸力N 1 （圧縮）kN -163.7 -163.7 -161.1 -157.3 -138.7 -138.3 -149.6 -148.9 -156.0 -155.3 -130.9 -130.3
長期最小軸力 (kN) -92.7 -92.7 -86.5 -86.5 -84.4 -84.5 -86.5 -86.6 -90.5 -90.6 -78.7 -78.8
上下動時最大軸力（引張) kN 68.9 68.9 60.6 60.6 56.0 56.0 57.3 57.3 59.5 59.5 48.9 48.9
水平動時最大軸力（引張) kN 12.3 12.3 16.5 21.7 17.9 4.6 10.3 11.8 11.1 11.7 11.0 6.4
短期最小軸力N 2 （引張）kN -11.5 -11.5 -9.3 -4.2 -10.6 -23.9 -19.0 -17.5 -19.9 -19.4 -18.8 -23.5
長期曲げモーメント(kNm) -0.88 0.66 -0.16 -0.02 0.00 0.47 0.41 -0.28 -0.38 -4.12 -3.69 8.41
上下動時曲げモーメント(kNm)(正値 0.81 0.29 0.21 0.27 0.24 0.32 0.27 0.80 0.79 1.95 1.74 4.29
上下動時曲げモーメント(kNm)(負値 -0.67 -0.34 -0.17 -0.26 -0.24 -0.38 -0.32 -0.72 -0.70 -1.78 -1.59 -4.93
水平動時曲げモーメント(kNm)(正値 1.21 0.83 0.87 1.23 0.52 0.47 1.52 1.36 0.45 0.04 0.93 0.87
水平動時曲げモーメント(kNm)(負値 -0.49 -1.21 -1.23 -0.53 -0.47 -1.52 -1.36 -0.10 -0.04 -0.93 -0.87 -0.83
短期曲げモーメントM（kNm） 2.04 1.77 1.57 1.48 0.77 1.43 2.20 1.88 1.12 6.82 6.15 13.56

N 1 ／A -M／Z  (N/mm2) -2.21 -2.10 -1.99 -1.93 -1.47 -1.75 -2.16 -2.02 -0.95 -1.80 -1.58 -2.69
∨ OK ∨ OK ∨ OK ∨ OK ∨ OK ∨ OK ∨ OK ∨ OK ∨ OK ∨ OK ∨ OK ∨ OK
-12.0 -12.0 -12.0 -12.0 -12.0 -12.0 -12.0 -12.0 -12.0 -12.0 -12.0 -12.0

N 2 ／A+M／Z  (N/mm2) 0.75 0.64 0.57 0.58 0.23 0.40 0.76 0.64 0.07 0.93 0.83 1.92
Λ OK Λ OK Λ OK Λ OK Λ OK Λ OK Λ OK Λ OK Λ OK Λ OK Λ OK ∨ NG
1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2

長期最大軸力 (kN) -86.1 -86.1 -83.5 -77.0 -77.1 -76.8 -78.8 -108.2 -104.4 -19.5 -12.8 221.0
上下動時最大軸力（圧縮) kN -51.1 -51.1 -46.9 -36.4 -37.0 -42.7 -43.6 -62.8 -59.8 -14.7 -17.2 -151.0
水平動時最大軸力（圧縮）kN -37.4 -37.4 -43.6 -0.8 -5.2 -73.5 -69.8 -17.9 -18.2 -25.2 -24.2 -1.5
短期最大軸力N 1 （圧縮）kN -174.5 -174.5 -174.0 -114.2 -119.3 -193.0 -192.2 -188.8 -182.4 -59.4 -54.1 68.5
長期最小軸力 (kN) -84.7 -84.7 -81.9 -75.3 -75.5 -74.8 -76.9 -106.6 -102.9 -16.8 -10.0 229.6
上下動時最大軸力（引張) kN 60.6 60.6 55.0 41.3 42.2 50.7 51.6 74.4 70.7 18.1 19.9 128.5
水平動時最大軸力（引張) kN 37.3 37.3 37.3 43.6 41.5 5.2 73.5 69.8 17.9 18.2 25.2 24.2
短期最小軸力N 2 （引張）kN 13.2 13.2 10.4 9.6 8.2 -18.9 48.2 37.6 -14.3 19.5 35.1 382.3
長期曲げモーメント(kNm) -0.88 0.10 -0.08 -0.07 -0.07 0.13 0.14 0.00 0.02 -1.16 -1.26 1.60
上下動時曲げモーメント(kNm)(正値 0.81 0.09 0.21 0.03 0.03 0.12 0.13 0.16 0.16 0.63 0.68 0.83
上下動時曲げモーメント(kNm)(負値 -0.67 -0.11 -0.19 -0.02 -0.03 -0.14 -0.15 -0.16 -0.17 -0.55 -0.60 -0.96
水平動時曲げモーメント(kNm)(正値 0.57 0.18 0.55 0.63 0.55 0.50 0.29 0.32 0.17 0.14 0.18 0.20
水平動時曲げモーメント(kNm)(負値 -0.54 -0.57 -0.63 -0.55 -0.50 -0.29 -0.32 -0.17 -0.14 -0.18 -0.20 -0.15
短期曲げモーメントM（kNm） 2.08 0.57 0.89 0.64 0.59 0.75 0.56 0.48 0.35 1.89 2.05 2.63

N 1 ／A -M／Z  (N/mm2) -2.32 -1.69 -1.82 -1.22 -1.24 -1.92 -1.83 -1.77 -0.97 -0.58 -0.58 -0.05
∨ OK ∨ OK ∨ OK ∨ OK ∨ OK ∨ OK ∨ OK ∨ OK ∨ OK ∨ OK ∨ OK ∨ OK
-12.0 -12.0 -12.0 -12.0 -12.0 -12.0 -12.0 -12.0 -12.0 -12.0 -12.0 -12.0

N 2 ／A+M／Z  (N/mm2) 0.98 0.35 0.46 0.35 0.32 0.15 0.63 0.51 -0.02 0.38 0.48 2.31
Λ OK Λ OK Λ OK Λ OK Λ OK Λ OK Λ OK Λ OK 全断面 Λ OK Λ OK ∨ NG
1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 圧縮 1.2 1.2 1.2

引張側断面検討

引張側断面検討

応力（接線方向)

圧縮側断面検討

応力（法線方向)

圧縮側断面検討

短期荷重時
N=-23.5kN
M=13.56kNm

長期荷重時
N=-78.8kN
M=8.41kNm

モーメ ント ｋ Ｎ ｍ

0 10 20 30

軸
力

　
ｋ

Ｎ

-200

0

200

400

引張力

圧縮力

長期荷重時
N=-229.6kN
M=1.6kNm

鉛直地震
荷重増分 水平地震

荷重増分

鉛直地震
荷重増分

水平地震
荷重増分

短期荷重時
N=382.3kN
M=2.63kNm

円周方向

法線方向
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5.7.3 生体遮へい体の評価  

 基準地震動 Ss による生体遮へい体の耐震安全性の検討は最もせん

断および曲げ応力が大きくなる断面について行った。その結果，以下のよ

うに発生値と評価基準値の比較から，生体遮へい体の耐震安全性は確保で

きている。なお、炉心タンクは生体遮へい体と一体化したライニン

グ（内張）であり、それ自体が耐震強度を要求されるものではなく、 

生体遮へい体の耐震安全性をもって評価に代えることが可能である

と考える。生体遮へい体の評価式と値を以下に示す。  
 

生体遮へい体 D 断面の検討過程 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

断面力

最小圧縮力:N1=(1.0-Cv)×W = 4,440kN

最大圧縮力:N2=(1.0+Cv)×W =10,360kN

せん断力:Q=CH×W= 7,400kN

曲げモーメント:M=(CH×W)×H = 29,230kNm

応力度

引張応力度:σt = -N1/A + M/Z = 1,210 kN/m2

→1.21 N/mm2  <    許容値 1.4 N/mm2

圧縮応力度:σc = N2/A + M/Z = 1,806kN/mm2

→1.81 N/mm2  <    許容値 14 N/mm2

せん断応力度: τ = 1.74(形状係数)×Q/A

= 515kN/m2

→0.52 N/mm2  <    許容値 1.05 N/mm2

< 許容値 1.4 N/mm2

< 許容値 14.0 N/mm2 

< 許容値 1.05 N/mm2
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5.7.4 使用済み燃料プール室プールの評価  

 5.4 節において求めたプール側壁の単位長さ (1m)当たりの水平荷

重 (P)よりせん断応力度を求め、許容値と比較すると以下となり、プ

ール側壁の耐震安全性は確保されている。  

 

 τ=P／ (単位長さ×壁厚さ )=216.0／ (1.0×0.5)=432 kN/m2 

                →  0.44 N/mm2 < 許容値 0.9 N/mm2 

 

 

 

 基準地震動に対する原子炉棟の最大応答層せん断力は，確認保有

水平耐力を下回っている。第 5.7.4-1 表に原子炉棟の最大応答層せん

断力と確認保有水平耐力との比較を示す。  

 以上の結果から、原子炉棟内の使用済み燃料プール室の耐震安全

性は確保できており、同プールの地震時における機能保持上の波及

的影響はない。  

 

 

 

 

 

 

 

  

階 高さ(m) 階高(m) 最大応答層せん
断力Qmax(kN)

確認保有水平
耐力 Qu(kN)

Qu/Qmax
最大応答層せん
断力Qmax(kN)

確認保有水平
耐力 Qu(kN)

Qu/Qmax

RF 12.00
4.40 3,750 7,351 1.96 3,550 10,144 2.86

M2F 7.60
2.96 7,100 11,937 1.68 6,350 15,930 2.51

2F 4.60
4.40 32,000 33,388 1.04 28,000 45,712 1.63

1F 0.20

X方向 Y方向

第 5.7.4-1 表 最大応答層せん断力と確認保有水平耐力  
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5.7.5 基礎地盤の評価  

5.7.5.1 地盤の許容支持力の算定  

本建物の基礎底位置は、京都大学原子炉実験所炉室及び原子炉棟

東側地盤調査（設計変更報告書（以下，地盤調査報告書と称す）の

ボーリング No.1（第 5.7.5-1 図））の GL-10.65m 以下に存在する粘

性土層（Oc1）を想定し，地盤の許容支持力度を算定した。許容支持

力は国土交通省告示 1113 号に従い求めた。その結果，下記のように

長期許容支持応力度は 868kN/m2 となったので，評価基準値を 800 

kN/m2 とした。一方，短期許容支持応力度を 1500kN/m2 とした。 

以下に評価式と値を示す。  

 
 許容支持力度（長期；qa，短期；qa’）の算定過程 

      qfqeccaqfqecca NDiNBicNiqNDiNBicNiq 2121 3

2
'

3

1     

 ここで  

    α，β：基礎底面の形状係数 ⇒連続フーチング基礎とし、α=1.0，β=0.5 とする。 

c ：基礎底面下にある地盤の粘着力（kN／m2） 

⇒地盤調査報告書より c=372.4 kN／m2 とする。 

    γ1：支持地盤の単位体積重量（kN／m3） 

報告書の密度検層結果よりγ1=7.9 kN／m3 とする（地下水位以深） 

     Be ：偏心を考慮した基礎底面の幅（m）  

       γ2：基礎底面より上方にある地盤の平均体積重量（kN／m3） 

⇒地盤調査報告書より γ2=17.2 kN／m3 とする。 

       Df ：根入れ深さ（m） ⇒最も不利となる地盤面から基礎底までの深さを採用し 

Df =6.7m とする。（図 8-3-1 参照） 

   Nc，Nγ，Nq ：支持力係数（内部摩擦角φによる。） 

内部摩擦角は地盤調査報告書より 5.8°⇒φ=5°とする。 

           したがって、Nc=6.5，Nγ=0，Nq=1.6 

   qc iii ,,  ：鉛直方向に対する荷重の傾斜角θ（θ≦φ）に関する係数 

  
22

1,
90

1 














 




iii qc
 

 ∴長期許容支持力度 （荷重の鉛直方向に対する傾斜角＝0° 0.1 qc iii  ） 

     

868

4.18406.2420
3

1
6.17.62.1705.64.3720.1

3

1





　　

　aq  

  

  

kN／m2⇒ 800 kN／m2 とする。 



5－68 
 

 

前項の続き 

 

∴短期許容支持力度  

水平動地震応答解析結果より、最下階の最大層せん断力係数は 0.854 であることから、

基礎下面での水平震度を 1.0 とする。一方上下動地震応答解析結果より、底版の鉛直震

度は 0.4 であることから、荷重の鉛直方向に対する傾斜角は次のようになる。 

 

 

 

 

 

いずれの場合においてもθ＞φ（＝5°）であるため、θ＝5°として短期許容支持力

度を算出する。 

 

01,892.0
90

1
22
















 




iii qc
 

     

1540

2.15102.2159
3

2
6.17.62.17892.005.64.3720.1892.0

3

2
'





　　

　aq  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

kN／m2⇒ 1500 kN／m2 とする。 
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第 5.7.5-1 図 土質柱状図とフーチング基礎底面位置 
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5.7.5.2 基礎地盤の評価  

原子炉建屋基礎地盤の応力算定方法に基づいて基礎底面の短期荷重時の接地

圧を下記のように計算した結果，接地圧は当該地盤の短期許容支持応力

度を下回っている。さらに，浮き上がりによる引張力が発生するが基礎根入れ

による側面摩擦抵抗力を下回っている。これらの結果から，原子炉建屋支持地

盤の耐震安全性は確保できている。以下に評価式と値を示す。 

 

基礎地盤に発生する接地圧等の計算 
 接地圧を長期、短期において算定した。長期接地圧は、長期節点反力が最大となる節点

で検討を行う。長期節点反力の最大値は 4059kN となる。短期接地圧は、水平地震時節点反

力（U1または U2）が最大となる節点を含み、 





 5

2
1

11 )(
2

)6()1(

i

iU
UU または  5

2
22 )(

2

)6()1(

i

iU
UU の絶対値が最大となる範囲で検討を 

行う。最大となる範囲での地震時節点反力は 22546kN（X（U1）方向）となり、この値を圧

縮および引張に作用させて検討を行う。 

また、浮き上がり（引張時）の検討を行う場合の長期節点反力 VL′には、図 8-3-3 に示す、

地下 1 階の底版部分に作用する荷重も含めた（VL）を用いる。そのため、引張時の長期節点

反力 VL′は次のようにする。 

VL′=   



 5

2

)(
2

)6()1(

i
L

LL iV
VV =(6160+5682)／2+6511+7633+5707+5290=31062kN 

長期接地圧の検討検討式 ：  

長期接地圧 = AVL                                          

  VL= 4059 kN ，A=2.2×5.5=12.1m2 

 ∴  5.335
1.12

4059


A

VL  kN／m2 ＜ 800 kN／m2  O.K. 

 

短期接地圧および短期引張力の検討 

検討式 ：圧縮時短期接地圧(X 方向) = AKvViU
UU

V L
i

L 5)(
2

)6()1( 5

2
1

11











 



  

短期引張力(X 方向) = KvViU
UU

V L
i

L 


 


5

2
1

11 )(
2

)6()1(  

ここで、 

 

 

     

VL=(3346+3621)／2+3946+4059+3674+3662=18825kN（圧縮時） 

   VL′=(5183+5290)／2+6160+6511+7633+5707=31247kN（引張時） 
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前項の続き 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

となり、引張力が働くが、根入れ部の側面摩擦が引張りに抵抗すると考えられるため、

これを考慮する。地下 1 階の壁による側面摩擦抵抗（Qf）は、「地震力に対する建築物

の基礎の設計指針」（編集 日本建築センター）に従い算定を行う。 

             

 

 

  

           243204166651690374626219902041)(
2

)6()1( 5

2
1

11 
 



　／
i

iU
UU -

-26361 kN

圧縮時の検討 

   
5.60

50675
1.125

40.0188252432018825

5

)(
2

)6()1( 5

2
1

11










 



　　　　　　　　　　　　　　　　

A

KvViU
UU

V L
i

L

 

26361

6.837　　　　　　　　　　　　　　　　 kN／m2 ＜ 1500 kN／m2 O.K. 871

引張時の検討 

 

5482

40.0312472423031247)(
2

)6()1( 5

2
1

11






 


　　　　　　　　　　　　　　　　

KvViU
UU

V L
i

L  

kN  

26361

7613

引張力が働くが、根入れ部の側面摩擦が引張りに抵抗すると考えられるため、これを考

慮する。地下 1 階の壁による側面摩擦抵抗（Qf）は、「地震力に対する建築物の基礎の

設計指針」（編集 日本建築センター）に従い算定を行う。 

            Qf =Af・fa     

ここに Af：根入部側面の面積（ｍ2） 

⇒5.35m（地下 1 階の階高）×27.5m（壁長さ）=147.1m2 

fa：根入部側面の摩擦力度（kg／cm2） 

   ⇒図 8-3-2 より N 値 3 の砂質シルト層とする 

fa = qu／2×0.8=3.75 ／2×0.8=2.675 kg／cm2 

 =262.2kN／m2 

（qu =1.25×N 値=1.25×3=3.75 kg／cm2） 

         ∴Qf=Af・fx =147.1×262.2=38569 kN ＞ 3909  kN          O.K. 5572fa 

1.50

150

150 22065 kN 761322065kN

(許容値) 

1500kN/m2 

許容値 
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6．安全上重要な機器・配管系の耐震安全性評価 

 

6.1 評価方針 

 「耐震安全性評価実施計画書」に記載された安全上重要な機器・

配管系（耐震 S クラス相当として選定）の耐震安全性評価は、第 5

章で評価した入力地震動に対する原子炉建屋 1 階床レベルの加速度

応答（第 6.1-1 図）に基づき、対象とする設備・機器の安全機能の保

持の観点から実施する。なお、炉心直下一次冷却水系配管は建屋地

階に位置するが、配管の片側端部が建屋１階床と一体化した生体遮

へい体に剛接合されているので入力地震動としては建屋地階床応答

より大きな応答となる建屋 1 階床での加速度応答波形を用いる。  

 評価対象とする設備・機器として、炉心本体を構成する「炉心支

持構造物・燃料要素」に加え、原子炉を「止める」機能に相当する

「制御棒取付金具・制御棒駆動装置案内管」および「冷やす」機能

に相当する「一次冷却系配管 (炉心直下部 )」を選定している。なお、

「炉心タンク」は「生体遮へい体」と一体化しており、また「使用

済燃料貯蔵ラック」も「使用済燃料プール室プール」と一体化して

いるので、両設備機器の耐震安全性評価は既に５章で評価している

「生体遮へい体」および「使用済燃料プール室プール」に準ずるも

のとする。次に、炉心支持構造物、一次冷却系配管は溶接等により

接合されているが、接合部位は母材より十分な強度を保持している

ため、評価は母材に対して行う。  
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第 6.1-1 図 建屋１階床応答波形と水平動加速度応答スペクトル  
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6.2 機器・配管のモデル化と評価方法 

6.2.1 制御棒駆動装置案内管 

 制御棒駆動装置はアルミニウム合金製の案内管により保護されて

おり、スペーサーにより案内管内側周面で固定されている。従って、

地震時における制御棒駆動装置の耐震安全性は案内管により確保さ

れていると考え、以下に案内管の耐震安全性について検討を行う。  

 案内管の水平地震力に対しては、連続体を質点系モデル（ 21 質点）

に置き換えた解析（解析１）と連続体（フレーム）モデルによる解

析（解析 2）によって検討する。鉛直動に対しては剛体として取り扱

う。質点系モデルと連続体モデルにおける水平方向（案内管の軸直

行方向）の１次固有周期（0.311 秒）は一致している。解析１におけ

る地震荷重は原子炉建屋 1 階床応答の加速度応答スペクトル (2%減

衰 )から案内管の１次固有周期に対する応答加速度値に基づいて求め

た水平震度と鉛直震度に、制御棒駆動装置を含む案内管重量を乗じ

ることにより評価する。解析 2 における地震荷重は３次モードまで

考慮した分布質量系による地震応答解析に基づいて評価する。  

 最大垂直応力度は曲げモーメントと軸力による垂直応力度の単純

和とし、耐震評価は、この値が案内管の評価基準値（短期許容垂直

応力度）以下となることを確認する。さらに、せん断力によって生

じる最大せん断応力度が案内管の評価基準値（短期許容せん断応力

度）以下となることを確認する。第 6.2.1-1 図に制御棒駆動装置と案

内管及び解析１の多質点系モデルを、第 6.2.1-2 図に解析 2 の連続体

モデルをそれぞれ示す。  

 各応力度の計算は以下となる。  
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断面諸量： 

 

 

 

 

 

 

質点系モデル： 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  連続体モデル：  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

材質：アルミニウム合金A5052P‐O
ヤング率：E=6.9×104 N/mm2

断面積:A=631mm2

断面２次モーメント:I=355,000mm4

断面係数:Z=10,140mm3

・水平応答加速度(2%減衰)=3,040gal
→水平震度CH=3.5  

・鉛直震度Cv=0.4（炉体と同値）

最大垂直応力度:
σmax=  (1.0+0.4)(W1+W2)/A + Mmax/Z 

=  44.0 N/mm2

最大せん断応力度：
τmax = 2Qmax/A

= 1.8 N/mm2

１次モード
T1=0.31s

2次モード
T2=0.12s

3次モード
T3=0.06s

最大垂直応力度:

σmax=  (1.0+0.4)(W1+W2)/A + Mmax/Z 

=  19.2 N/mm2

最大せん断応力度：

τmax = 2Qmax/A

= 0.30 N/mm2
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第 6.2.1-1 図 制御棒駆動装置と案内管及び多質点系モデル  

W2=110 N

W1=150 N

W2=110 N

W1=150 N

外径:70mm
内径:64mm

鉛直方向地震力（静的）：
(1+Cv)×(W1+W2)
鉛直震度:Cv=0.4

水平方向地震力
（動的）：
建屋１階床時刻
歴加速度応答

連続体としてモデル化
し水平方向は地震応答
解析を行う。

第 6.2.1-2 図 制御棒駆動装置と案内管及び連続体モデル  
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6.2.2 制御棒取付金具 

 粗調整用制御棒及び微調整用制御棒は、「京都大学研究用原子炉

(KUR)の変更に係る設計及び工事の方法の承認申請書」（平成 7 年 2

月 13 日）に基づき、片持ち梁としてモデル化する。等価な一質点系

モデルより求めた固有周期は、粗調整用制御棒については 0.012 秒、

微調整用制御棒については 0.015 秒となったので、両者とも剛体と

してモデル化する。従って、制御棒の地震荷重は、原子炉建屋１階

の床応答最大加速度の値から求めた水平及び鉛直震度に制御棒の重

量を乗じることにより評価する。  

 最大垂直応力度は曲げモーメントと軸力による垂直応力度の単純

和とし、耐震評価は、この値が取り付けボルト及び取り付け金具の

評価基準値（短期許容垂直応力度）以下となることを確認する。さ

らに、せん断力によって生じる最大せん断応力度が同金具の評価基

準値（短期許容せん断応力度）以下となることを確認する。第 6.2.2-1

図に粗調整用制御棒と計算モデル（片持ばり）、第 6.2.2-2 図に微調

整用制御棒と計算モデル（片持ばり）を示す。応力度の計算は以下

となる。  

 

 

 

 粗調整用制御棒： 

  

   

 

 

 

 

 微調整制御棒： 

 

 

 

 

 

材質：M12ボルト ステンレス鋼SUS304
有効断面積:A=84mm2

断面２次モーメント:I=562mm4

断面係数:Z=109mm3

最大垂直応力度:

σmax=  (1.0+0.4)W/A + Mmax/Z 

= 180 N/mm2

最大せん断応力度：

τmax = 1.34Qmax/A

= 0.79 N/mm2

材質：アルミニウム合金A5052
断面積:A=424mm2

断面２次モーメント:I=39952mm4

断面係数:Z=2497mm3

最大垂直応力度:

σmax=  (1.0+0.4)W/A + Mmax/Z 

=  3.9 N/mm2

最大せん断応力度：

τmax = 2.0Qmax/A

=  0.11 N/mm2
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第 6.2.2-1 図 粗調整用制御棒と片持ばりモデル  

W=50 N

q=
C
H
×
W
 /
L

(1+Cv)×W

水平震度:CH=1.0
鉛直震度:Cv=0.4

固有周期0.012秒→剛体モデル

W=23 N

q=
W
/L

(1+Cv)×W

固有周期0.015秒→剛体モデル外径32mm
内径22mm

第 6.2.2-2 図 微調整用制御棒と片持ばりモデル  
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6.2.3 燃料要素 

 燃料要素は「京都大学研究用原子炉 (KUR)の変更に係る設計及び

工事の方法の承認申請書」（平成 7 年 2 月 13 日）に基づき、ノズル

部分が固定された片持ち梁としてモデル化する。等価な一質点系モ

デルより求めた固有周期は 0.012 秒となり、剛体としてモデル化す

る。従って、燃料要素の地震荷重は、原子炉建屋１階の床応答最大

加速度の値から求めた水平及び鉛直震度に燃料要素の重量を乗じる

ことにより評価する。  

 最大垂直応力度は曲げモーメントと軸力による垂直応力度の単純

和とし、耐震評価は、この値がノズル部分に挿入した燃料要素の側

板の評価基準値（短期許容垂直応力度）以下となることを確認する。

さらに、せん断力によって生じる最大せん断応力度が側板の評価基

準値（短期許容せん断応力度）以下となることを確認する。第 6.2.3-1

図に燃料要素と計算モデル（片持ばり）を示す。各応力度の計算は

以下となる。  

 

   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fv = W・(1+Cv) = 82.4 N
FH= W・CH= 58.8 N
Mx=My = FH・(720.8/2) = 21,192 N・mm
Qx=Qy = FH = 58.8 N

最大垂直応力度：
σmax   = Fv/2A + Mx/Ix・(75.4/2) + My/Iy・(79.18/2)

= 0.11 + 0.85 + 2.14
= 3.10 N/mm2

最大せん断応力度：
τmax = 1.5 Q/2A = 0.12 N/mm2
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127.0

25.3

720.8

(mm)

ノズル(埋込部)

Fv

FH(x,yの２方向に作用）

75.4

4.76 x 79.18
側板（外力抵抗要素）

y

x Fv 

FH

720.8mm

燃料要素部
(720.8mm)を
片持ち梁として固有
周期(y軸)を算出す
ると0.012sとなった。

水平震度;CH=1.0
鉛直震度；Cv=0.4

第 6.2.3-1 図 燃料要素と片持ばりモデル  
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6.2.4 炉心直下一次冷却水系配管 

 一次系冷却水配管（入口及び出口配管）は、炉心直下においてＬ

字型に曲がっており、炉心底部と建屋地下 1 階床面（第 1 サポート

と第 2 サポート）でそれぞれ支持されている。Ｌ字型の配管（炉心

直下から第 2 サポートまで）の１次固有周期は、入口配管側が 0.033

秒、出口配管側が 0.018 秒となる。ここでは、炉心直下から第 1 サ

ポートまでを直線上の単純ばりにモデル化した解析１と、炉心直下

から第 2 サポートまでを L 字型の形状を持つフレームにモデル化し

た解析 2 の二つのケースについて評価を行う。解析１の地震荷重は

原子炉建屋１階の床応答最大加速度の値から求めた水平及び鉛直震

度に配管の重量を乗じることにより評価する。解析２については原

子炉建屋１階の床応答加速度波形 (第 6.1-1 図の水平動がフレームモ

デルの水平２方向に作用する )による３方向の地震応答解析を個別に

実施したときの地震荷重の単純和により評価する。  

 最大垂直応力度は曲げモーメントと軸力、それぞれによって生じ

る垂直応力度の単純和とし、この値が配管の評価基準値（短期許容

垂直応力度）以下となっているかを確認する。さらに、最大せん断

応力度が配管の評価基準値（短期許容せん断応力度）以下となって

いるかを確認する。第 6.2.4-1 図に解析１のモデル、第 6.2.4-2 図に

解析２の入口側配管のモデル、第 6.2.4-3 図に解析２の出口側配管の

モデルを示す。応力度の計算は以下となる。  

 

 断面諸量： 

 

 

 

 

 

 

 単純ばりモデル： 

 

 

 

 

入口配管
材質：アルミニウム合金A5052

ヤング率：E=6.9×104 N/mm2

断面積:A=7,540mm2

断面２次モーメント:I=1.1×108mm4

断面係数:Z=634,000mm3

断面極２次モーメント:Ip=5.5×107mm4

Ip/r(外半径)=317mm3

出口配管
材質：アルミニウム合金A5052

ヤング率：E=6.9×104 N/mm2

断面積:A=7,540mm2

断面２次モーメント:I=1.1×108mm4

断面係数:Z=634,000mm3

断面極２次モーメント:Ip=5.5×107mm4

Ip/r(外半径)=317mm3

最大垂直応力度:
σmax=Pv/A+Mmax/Z = 5.7N/mm2 （入口配管) 

6.4N/mm2 (出口配管) 
最大せん断応力度：

τmax = 2.0×PH/A =0.6 N/mm2 (入口配管) 
1.4 N/mm2 (出口配管) 
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 フレームモデル： 

 

 

 

 

 

 

 

 

入口配管

最大垂直応力度:

σmax= 0.79+1.86 = 2.65 N/mm2

最大せん断応力度：

τmax = 0.54+0.15 =0.69 N/mm2

出口配管

最大垂直応力度:

σmax= 0.94+1.75 = 2.69 N/mm2

最大せん断応力度：

τmax = 0.59+0.24 =0.83 N/mm2

加振方向 Qx(kN) Qz(kN) Ny(kN)
Mz

(kN.mm)
Mx

(kN.mm)
My

(kN.mm)

x 1.65 0 0.009 922 0 0

z 0 1.44 0 0 513 49

y 0.38 0 5.93 255 0 0

計 2.03 1.44 5.94 1177 513 49

断面諸量
τx

(N/mm2)
τz

(N/mm2)
σn

(N/mm2)
σbz

(N/mm2)
σbx

(N/mm2)
τt

(N/mm2)

C(形状係数) 2 2

A(mm2) 7540 7540 7540

Z(mm3) 634000 634000

K(mm3) 317000

応力度 0.54 0.38 0.79 1.86 0.81 0.15

入
口
配
管

注)太字は自重を加算した値

加振方向 Qx(kN) Qz(kN) Ny(kN)
Mz

(kN.mm)
Mx

(kN.mm)
My

(kN.mm)

x 2.02 0 0.03 958 0 0

z 0 2.12 0 0 1109 76

y 0.21 0 7.04 119 0 0

計 2.23 2.12 7.07 1077 1109 76

断面諸量
τx

(N/mm2)
τz

(N/mm2)
σn

(N/mm2)
σbz

(N/mm2)
σbx

(N/mm2)
τt

(N/mm2)

C(形状係数) 2 2

A(mm2) 7540 7540 7540

Z(mm3) 634000 634000

K(mm3) 317000

応力度 0.59 0.56 0.94 1.70 1.75 0.24

出
口
配
管

注)太字は自重を加算した値
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 第 6.2.4-1 図 一次冷却水系配管及び単純ばりモデル  

500mm

500

L =2,570mm
L

L =2,300mm

W=4,000 N

W=5,000 N

水平震度 CH

鉛直震度 CV

PH=
CH×W

PV=(1+CV) ×W

入口配管

出口配管

こ
の
部
分
を
モ
デ
ル
化

水平震度;CH=1.0
鉛直震度；Cv=0.4
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500

外径350mm
内径336mm

3,650

y

z
x

W1=4kN

W2=3kN

１次固有周期T1=0.033秒。
応答解析はフレームモデルを

３方向個別に行い、発生最大断
面力の合計値から最大応力度
を求める。

第 6.2.4-2 図 入口側配管とフレームモデル  
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500

外径350mm
内径336mm

2,250

y

x

W1=5kN

W2=2kN

１次固有周期T1=0.018秒。
応答解析はフレームモデルを

３方向個別に行い、発生最大断
面力の合計値から最大応力度
を求める。

第 6.2.4-3 図 出口側配管とフレームモデル  
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6.2.5 炉心支持構造物 

 炉心支持構造物は炉心タンク底面に固定された門型剛節骨組とな

っている。１次固有周期は X 方向が 0.013 秒、Y 方向が 0.017 秒と

なるので、剛体としてモデル化する。従って、炉心支持構造物の地

震荷重は、原子炉建屋１階の床応答最大加速度の値から求めた水平

及び鉛直震度に炉心支持構造物（本体及び燃料要素等を含む最大重

量時）の重量を乗じることにより評価する。検討箇所は諸応力が最

大となる炉心支持構造物と炉心タンク底版との接合部分とする。  

 最大垂直応力度は曲げモーメントと軸力、それぞれによって生じ

る垂直応力度の単純和とし、この値が上記接合部の評価基準値（短

期許容垂直応力度）以下となっているかを確認する。さらに、最大

せん断応力度が上記接合部の評価基準値（短期許容せん断応力度）

以下となっているかを確認する。第 6.2.5-1 図に炉心支持構造物とモ

デルを示す。応力度の計算は以下となる。  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

耐食アルミニウム合金 A2P1（A5052P）

断面積 A：58800 mm2

断面係数： Zx = 2.52×109 mm3

Zy = 4.26×109 mm3

圧縮応力：σmax =  σx＋σy＋σz = 2.33 N/mm2

せん断応力： τmax = W×Ch/Ae = 1.36 N/mm2

Ae：地震力の方向と平行な面の断面積

（511×25×2 mm2）

σx：x軸方向の地震力に対する曲げ応力

（σx= W×Ch×h/Zx）

σy：y軸方向の地震力に対する曲げ応力

（σy= W×Ch×h/Zy）

σz：自重及び鉛直方向地震力に対する圧縮応力

（σz=W×（1+Cv）/A）
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715mm

立面図

断面図
（A-A’断面）

1
3

5
7

m
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3
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m
5

1
1

m
m

炉心

プレナム

2
5

m
m

25mm

炉心支持構造物（プレナム）炉心及び炉心タンク断面図

A A’

ｙ

x

z

x

１階床

炉心

炉心タンク

一次冷却水配管

トップシールド

プレナム

28

炉心重量：2694～5815N 

プレナム重量：2112 N 

１次固有周期： 

   x 軸方向 0.009～0.013ｓ 

   y 軸方向 0.012～0.017s 

水平震度 Ch： 1.0 

鉛直震度 Cv： 0.4 

第 6.2.5-1 図 炉心支持構造物とモデルとフレームモデル
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6.3 評価基準 

安全上重要な機器・配管系の耐震安全性の評価にあたっては、検

討対象部材の発生応力度の最大値が当該材料の評価基準値（短期許

容応力度）を超えないことを確認する。使用材料の評価基準値は JIS

および「京都大学研究用原子炉 (KUR)の設計及び工事の方法の承認

申請書」（昭和 37 年 6 月）、「京都大学研究用原子炉 (KUR)の変更に

係る設計及び工事の方法の承認申請書」（平成 7 年 2 月）に基づく値

を用いる。検討対象各部材の評価基準値を第 6.3-1 表に示す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6.3-1 表 機器・配管系の検討対象部材の評価基準値  

使用材料名等 規格 規格・基準等

引張 137

せん断 79

引張 42

せん断 24.5

引張 55

せん断 31

引張
64(安全率4

とし16)

せん断
34(安全率4

とし8.5)

引張 126

せん断 72

引張 65

せん断 35

引張 245

せん断 141

引張 180

せん断 104

アルミニウム合金
A2P4-T6

(A6061P-T6)

材料：設工認申請書（その２） S37.11

許容値：JIS H4000 （ミルシート有） （JIS H4000の

許容値）

材料：設工認申請書 H7.1

許容値：設工認申請書 H7.1 （ミルシート有）

（設工認の計算書記載の許容値）

材料：A5052P-O (平成9年の計算書記載）

許容値：平成9年の計算書 (JIS H4000では

65N/mm2以上, 平成9年の計算書では温度条件

65℃として5.6kg/mm2としている）

材料：設工認申請書（その２） S37.11及び強度計

算書

（許容値：平成9年の計算書の値）

燃料要素 アルミニウム合金
AG3NE
(A5052)

材料：設工認申請書H20.3.24

炉心支
持構造

物

格子支持枠

格子板

材料：設工認申請書 H7.1

許容値：設工認申請書 H7.1 （ミルシート有）

（設工認の計算書記載の許容値）

一次冷却系配管 アルミニウム合金
A2T1

(A5052)

アルミニウム合金
A2P1-F

(A5052P-F)

材料：設工認申請書（その２） S37.11

許容値：JIS H4000 （ミルシート有） （JIS H4000の

許容値）

シュラウド アルミニウム合金
A2P1-1/2H

(A5052P-H14)

材料：設工認申請書（その２） S37.11

許容値：JIS H4000 （ミルシート有） （JIS H4000の

許容値）

評価基準値(N/mm2)（短

期荷重時或いはそれに準ずる

耐震計算用許容値）

評価施設・設備

制御棒駆動装置 アルミニウム合金 A5052

制御棒

粗調整用制御棒
取付ボルト

ステンレス鋼M12 SUS304

微調整用制御棒
取付金具

アルミニウム合金 A5052
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6.4 評価結果 

 検討対象機器・配管の各部材に生じる最大応力度は評価基準値以下とな

っており、耐震安全性が確保されることを確認した。検討対象の機器・配管部

材に生じる最大応力度と評価基準値を第 6.4-1 表に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6.4-1 表 機器・配管の構造強度評価結果 

略算モデル 精算モデル

垂直 44.0 19.2 65.0

せん断 1.80 0.30 37.5

垂直 210

せん断 121

垂直 42.0

せん断 24.0

垂直 16.0

せん断 8.50

垂直 5.70 2.65 126

せん断 0.60 0.69 31.0

垂直 6.40 2.69 126

せん断 1.40 0.83 31.0

垂直 60.0

せん断 34.61.36

評価設備・機器 評価部位/応力度の種類

発生値(N/mm2)

180

0.79

3.90

0.11

3.10

0.12
燃料要素

微調整用制御棒
（取付金具）

制御棒

制御棒駆動装置
案内管

評価基準値
(N/mm

2
)

ノズル

炉心支持構造物 炉心タンクとの接合部
2.33

粗調整用制御棒
(取付ボルト)

入口配管

出口配管

一次冷却系配管
(炉心直下)
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7. 地震随伴事象に対する考慮 

7.1 津波に対する安全性 

京都大学原子炉実験所の敷地は標高約 60m に位置するため，津波

の影響を考慮する必要はないと考えられる。 

 

7.2 周辺斜面の安定性 

7.2.1 周辺斜面の状況 

京都大学原子炉実験所の敷地は，原子炉建屋基礎より高い位置に

存在する崖や傾斜地は存在しない。また，原子炉建屋は丘陵部切土

の堅固な地盤上に建設されている。 

「3.3.2.2 敷地の地質及び地質構造」で述べたように敷地周辺の

泉南・泉北地域の地層（大阪層群）は，北北西方向に 3 度～5 度でゆ

るく傾斜し，基盤岩に近づくほど次第に傾斜が急になる傾向を示す。

敷地の大阪層群は，概ね南南東に 8 度程度で傾斜している。 

また，第 4.2.2-6 図に示すように，原子炉建屋の南西約 40ｍに農

業用水用の池が存在するが，池の最深部は標高約 55ｍ，一方，原子

炉建屋基礎底は標高約 56m となっており，池の最深部は原子炉建屋

基礎底位置から約１m 低くなっているが，その標高はほぼ同じである。 

 

7.2.2 周辺斜面の評価 

原子炉建屋は丘陵部切土の堅固な地盤上に建設されており，周辺

地表及び地層境界の傾斜も緩やかであること，原子炉建屋近傍に急

な斜面がない事から，地盤の安定性は確保されていると考えられる。 

また，第 4.5.1-4 図に示すように，20m 以浅の地盤ではひずみは

0.1～0.2%程度であるため液状化の発生はないものと考えられる。 
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8．まとめ 

 

 新耐震指針に従い，各種調査・評価の結果を踏まえ、検討用地震として内陸

地殻内地震，プレート間地震，海洋プレート内地震を選定し、「敷地ごとに震源

を特定して策定する地震動」及び「震源を特定せず策定する地震動」を評価し、

震源モデルの不確かさにも配慮して基準地震動 Ss を策定した。 

 この基準地震動 Ss を用いて評価した結果、京都大学研究用原子炉（KUR）の

原子炉を「止める」、「冷やす」、放射性物質を「閉じ込める」に係る安全上重要

な機能を有する施設・設備の耐震安全性が確保されることを確認した。 

 


